
令和６年（２０２４年）

旭 川 市 議 会 議 案

第 １ 回 定 例 会

令 和 ６ 年 ２ 月 ２ ０ 日 開 会

令 和 ６ 年 月 日 閉 会



６・１定 議案第 １ 号

令和５年度旭川市一般会計補正予算について

令和５年度旭川市一般会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

６・１定 議案第 ２ 号

令和５年度旭川市国民健康保険事業特別会計補正予算について

令和５年度旭川市国民健康保険事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ３ 号

令和５年度旭川市動物園事業特別会計補正予算について

令和５年度旭川市動物園事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

６・１定 議案第 ４ 号

令和５年度旭川市公共駐車場事業特別会計補正予算について

令和５年度旭川市公共駐車場事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ５ 号

令和５年度旭川市育英事業特別会計補正予算について

令和５年度旭川市育英事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

６・１定 議案第 ６ 号

令和５年度旭川市介護保険事業特別会計補正予算について

令和５年度旭川市介護保険事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ７ 号

令和５年度旭川市水道事業会計補正予算について

令和５年度旭川市水道事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

６・１定 議案第 ８ 号

令和５年度旭川市下水道事業会計補正予算について

令和５年度旭川市下水道事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ９ 号

令和５年度旭川市病院事業会計補正予算について

令和５年度旭川市病院事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 １０ 号

旭川市事務分掌条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市事務分掌条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市事務分掌条例の一部を改正する条例

旭川市事務分掌条例（昭和２７年旭川市条例第５６号）の一部を次のように改正する。

第１条総合政策部の項に次の１号を加える。

⑸ 都市間の交流に関する事項

第１条中「観光スポーツ交流部」を「観光スポーツ部」に改め，同条観光スポーツ交流部の

項第３号を削る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（旭川市スポーツ推進審議会条例の一部改正）

２ 旭川市スポーツ推進審議会条例（平成３０年旭川市条例第１７号）の一部を次のように改

正する。

第７条中「観光スポーツ交流部」を「観光スポーツ部」に改める。

（説 明）

組織改正に伴い，旭川市事務分掌条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 １１ 号

旭川市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市手数料条例の一部を改正する条例

旭川市手数料条例（平成１２年旭川市条例第１０号）の一部を次のように改正する。

別表中「
届出若しくは申請の受理の証明書又は戸籍法（昭
和２２年法律第２２４号）第４８条第２項（同法
第１１７条において準用する場合を含む。）の書
類に記載した事項の証明書に関するもの

」を

「
届出若しくは申請の受理の証明書，戸籍法（昭和
２２年法律第２２４号）第４８条第２項（同法第
１１７条において準用する場合を含む。）の書類
に記載した事項の証明書又は同法第１２０条の６
第１項の届書等情報の内容の証明書に関するもの

」に，

「
戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条において
準用する場合を含む。）の書類に係るもの

」を

「
戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条において
準用する場合を含む。）の書類又は同法第１２０
条の６第１項の届書等情報の内容を表示したもの
に係るもの

」に，

「
戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は磁気ディスク １通につき 450円
をもって調製された戸籍に記録されている事項の
全部若しくは一部を証明した書面の交付

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は磁気 １通につき 750円



ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録
されている事項の全部若しくは一部を証明した書
面の交付

」を

「
戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は戸籍証明書の １通につき 450円
交付（戸籍法第１２０条の２第１項第１号の請求
により当該交付を行う場合を含む。）

戸籍電子証明書提供用識別符号の発行（情報通信 １件につき 400円
技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成
１４年法律第１５１号）第６条第１項に規定する
電子情報処理組織を使用する方法（総務省令で定
めるものに限る。以下「電子情報処理組織を使用
する方法」という。）により行う場合（当該発行
に係る戸籍電子証明書の請求が電子情報処理組織
を使用する方法により行われた場合に限る。）及
び当該発行に係る戸籍電子証明書の請求を行う者
が同時に当該戸籍電子証明書が証明する事項と同
一の事項を証明する戸籍の謄本若しくは抄本又は
戸籍証明書の請求を行う場合を除く。）

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は除籍 １通につき 750円
証明書の交付（戸籍法第１２０条の２第１項第１
号の請求により当該交付を行う場合を含む。）

除籍電子証明書提供用識別符号の発行（電子情報 １件につき 700円
処理組織を使用する方法により行う場合（当該発
行に係る除籍電子証明書の請求が電子情報処理組
織を使用する方法により行われた場合に限る。）
及び当該発行に係る除籍電子証明書の請求を行う
者が同時に当該除籍電子証明書が証明する事項と
同一の事項を証明する除かれた戸籍の謄本若しく
は抄本又は除籍証明書の請求を行う場合を除
く。）

」に改め，

「
健康保険法等の一部を改正する法律 指定介護療養型医療 １件につき 25,000円
（平成１８年法律第８３号）附則第 施設指定更新申請手
１３０条の２第１項の規定によりなお 数料
その効力を有するものとされた同法第
２６条の規定による改正前の介護保険
法第１０７条の２第１項の規定に基づ
く指定介護療養型医療施設の指定の更
新の申請に対する審査

」を

削り，

「
建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条 １件につき 27,200円
の１６第２号の規定に基づく建築物の移転に関する制限の適
用除外に係る認定申請手数料

」を

「
建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条 １件につき 27,200円



の１２第６項の規定に基づく建築物の敷地と道路との関係に
関する制限の適用除外に係る認定申請手数料

建築基準法施行令第１３７条の１２第７項の規定に基づく建 １件につき 27,200円
築物の道路内における建築に関する制限の適用除外に係る認
定申請手数料

建築基準法施行令第１３７条の１６第２号の規定に基づく建 １件につき 27,200円
築物の移転に関する制限の適用除外に係る認定申請手数料

に，」

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）」を「建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３号）」に，「建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法律第１２条第１項」を「建築物のエネルギー消費性能の向

上等に関する法律第１２条第１項」に，「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第

１２条第２項」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１２条第２項」に，

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を「建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律施行規則」に，「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第

３４条第１項」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３４条第１項」に，

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３５条第２項」を「建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律第３５条第２項」に，「建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３４条第３項各号」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第

３４条第３項各号」に，「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第１５条第１項」

を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１５条第１項」に，「建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律第３５条第１項各号」を「建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律第３５条第１項各号」に，「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律第３６条第１項」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３６条第１

項」に，「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３６条第２項」を「建築物のエ

ネルギー消費性能の向上等に関する法律第３６条第２項」に，「建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第３４条第３項に」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律第３４条第３項に」に，「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第４１条第１

項」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第４１条第１項」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，別表の改正規定（届出若しくは申請



の受理の証明書又は戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第４８条第２項の書類に記載した事

項の証明書に関するものの証明手数料，同項の書類に係るものの閲覧手数料，戸籍の謄本若し

くは抄本又は戸籍証明書の交付手数料，戸籍電子証明書提供用識別符号の発行手数料，除かれ

た戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書の交付手数料及び除籍電子証明書提供用識別符号の

発行手数料に係る部分に限る。）は，令和６年３月１日から施行する。

（説 明）

戸籍法等の一部改正に伴い，旭川市手数料条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 １２ 号

旭川市農業振興基金条例の制定について

旭川市農業振興基金条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市農業振興基金条例

（設置）

第１条 農業の振興に関する事業に必要な経費の財源に充てるため，旭川市農業振興基金（以

下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は，一般会計歳入歳出予算で定めるものとする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は，金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管し

なければならない。

２ 基金に属する現金は，必要に応じ最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

（収益の処理）

第４条 基金から生ずる収益は，一般会計歳入歳出予算に計上し，基金に編入するものとする。

（繰替運用）

第５条 市長は，財政上必要があると認めるときは，確実な繰戻しの方法，期間及び利率を定

めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

（処分）

第６条 市長は，第１条の目的のために基金の全部又は一部を処分することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか，基金の管理について必要な事項は，市長が別に定める。



附 則

この条例は，公布の日から施行する。

（説 明）

旭川市農業振興基金を設置するために，この条例を制定しようとするものである。



６・１定 議案第 １３ 号

旭川市空家等及び空地の適切な管理に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市空家等及び空地の適切な管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市空家等及び空地の適切な管理に関する条例の一部を改正する条例

旭川市空家等及び空地の適切な管理に関する条例（平成２６年旭川市条例第５２号）の一部

を次のように改正する。

第２条中第６号を第７号とし，第５号を第６号とし，第４号を第５号とし，第３号の次に次

の１号を加える。

⑷ 管理不全空家等 法第１３条第１項に規定する管理不全空家等をいう。

第５条中「第６条第１項」を「第７条第１項」に改める。

第６条第１項及び第２項中「第７条第１項」を「第８条第１項」に改める。

第８条第３項中「第９条」を「次条」に，「その職員又は」を「空地の所有者等に対し，当

該空地に関する事項に関し報告させ，又はその職員若しくは」に，「立ち入らせ，」を「立ち

入って」に改める。

第１０条第２項中「第１４条第４項」を「第２２条第４項」に改める。

第１１条第１項中「第１４条第３項」を「第２２条第３項」に改める。

第１３条第１項中「特定空家等」を「特定空家等，管理不全空家等」に改め，同条第２項及

び第３項中「当該特定空家等」を「当該特定空家等，当該管理不全空家等」に改める。

第１５条中「，特定空家等」を「，特定空家等，管理不全空家等」に，「当該特定空家等」

を「当該特定空家等，当該管理不全空家等」に改める。



附 則

この条例は，公布の日から施行し，改正後の旭川市空家等及び空地の適切な管理に関する条

例第５条，第６条第１項及び第２項，第１０条第２項並びに第１１条第１項の規定は，令和５

年１２月１３日から適用する。

（説 明）

空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正等に伴い，旭川市空家等及び空地の適切な

管理に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 １４ 号

損害賠償の額を定めることについて

令和５年１１月２日旭川市大雪通２丁目において発生した消防自動車（破壊工作車）による

交通事故で損害を与えたために，本市が支払う損害賠償の額を次のように定めたいので，議会

の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

損害賠償の額 ２，１０８，７０７円



６・１定 議案第 １５ 号

損害賠償の額を定めることについて

令和５年１月２４日旭川市末広公民館において発生した物品の点検作業中の事故で損害を与

えたために，本市が支払う損害賠償の額を次のように定めたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

損害賠償の額 ５，０２０，０００円



６・１定 議案第 １６ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市緑が丘地域活動センター

２ 指定管理者

旭川市緑が丘５条３丁目

一般社団法人旭川緑が丘スポーツクラブ

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 １７ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市総合体育館

２ 指定管理者

旭川市花咲町５丁目

公益財団法人旭川市スポーツ協会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 １８ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 都市公園のうち総合公園

⑵ 都市公園のうち運動公園（花咲スポーツ公園，東光スポーツ公園及び石狩川水系緑地

（旭橋袂広場，旭橋下流左岸広場，旭橋上流左岸広場，金星橋上流右岸広場，旭橋下流右

岸広場，神楽橋上流左岸広場及び近文大橋上流左岸桜づつみに限る。）に限る。）

２ 指定管理者

旭川市花咲町３丁目

公益財団法人旭川市公園緑地協会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 １９ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 都市公園のうち運動公園（石狩川水系緑地（旭川大橋下流右岸広場，忠別橋公園，旭川

大橋上流右岸桜づつみ，ツインハープ橋上流右岸広場，忠別川桜づつみ，両神橋右岸広

場，西神楽広場，両神橋右岸桜づつみ，平成大橋下流右岸広場，忠別川左岸並木の一部，

忠別橋上流左岸広場の一部，旭川大橋左岸広場，雨紛広場及び両神橋上流左岸広場に限

る。）に限る。）

⑵ 都市公園のうち街区公園（宮下通から１１条通まで，南１条通から南９条通まで，常盤

通，中常盤町，上常盤町，曙各条，曙北各条，宮前各条，２条西から９条西まで，亀吉各

条，豊岡各条，東光各条，東旭川南各条，東旭川北各条，工業団地各条，東旭川町，神居

町，神居各条，忠和各条，高砂台，台場各条，南が丘，台場東，旭神町，旭神各条，神楽

各条，神楽岡各条，緑が丘各条，緑が丘東各条，緑が丘南各条，西御料各条，西神楽北各

条，西神楽南各条，西神楽各線，西神楽南及び新開の区域に所在するものに限る。）

⑶ 都市公園のうち近隣公園（⑵に掲げる区域に所在するもの（旭神中央公園及び西神楽公

園を除く。）に限る。）

⑷ 都市公園のうち地区公園（⑵に掲げる区域に所在するもの（宮前公園及び東豊公園を除

く。）に限る。）

⑸ 都市公園のうち都市緑地（⑵に掲げる区域に所在するもの（北彩都プロムナード緑地，

北彩都南６条通緑地，旭川駅南緑地及びカムイの杜公園を除く。）に限る。）

２ 指定管理者



旭川市東５条６丁目

株式会社旭川公園管理センター

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 ２０ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 都市公園のうち運動公園（石狩川水系緑地（金星橋上流左岸広場の一部，金星橋上流左

岸桜づつみ，秋月橋左岸広場，秋月橋上流左岸桜づつみ，旭橋上流右岸広場，金星橋下流

右岸広場，秋月橋下流右岸広場，花咲大橋上流右岸広場及び北旭川大橋下流右岸広場の一

部に限る。）に限る。）

⑵ 都市公園のうち街区公園（字近文各線，旭岡，近文町，緑町，錦町，北門町，旭町各条，

大町各条，川端町各条，本町，花咲町，住吉各条，春光町，春光各条，末広東各条，末広

各条，春光台各条，東鷹栖東各条，東鷹栖各条，物流団地各条，東鷹栖東１線，東鷹栖各

線，東山，緑台，柏木，新星町，パルプ町，パルプ町各条，金星町，東各条，新富各条，

秋月各条，永山町，大雪通，流通団地各条，永山各条，永山北各条及び江丹別町の区域に

所在するものに限る。）

⑶ 都市公園のうち近隣公園（⑵に掲げる区域に所在するもの（千代の山公園を除く。）に

限る。）

⑷ 都市公園のうち地区公園（⑵に掲げる区域に所在するもの（新富公園を除く。）に限

る。）

⑸ 都市公園のうち都市緑地（⑵に掲げる区域に所在するもの（永山みず辺緑地及び突哨山

を除く。）に限る。）

２ 指定管理者

旭川市東５条６丁目



株式会社旭川公園管理センター

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 ２１ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 都市公園のうち近隣公園（千代の山公園及び西神楽公園に限る。）

⑵ 都市公園のうち地区公園（東豊公園及び新富公園に限る。）

⑶ 都市公園のうち特殊公園

⑷ 都市公園のうち都市緑地（オサラッペ川広場に限る。）

２ 指定管理者

旭川市花咲町３丁目

公益財団法人旭川市公園緑地協会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 ２２ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

都市公園のうち都市緑地（カムイの杜公園に限る。）

２ 指定管理者

旭川市花咲町３丁目

公益財団法人旭川市公園緑地協会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 ２３ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 都市公園のうち運動公園（石狩川水系緑地（忠別広場，旭川大橋上流右岸広場，金星橋

上流左岸広場の一部，永山橋左岸広場，永山新川桜づつみ，新橋下流右岸広場，秋月橋上

流右岸広場，北旭川大橋下流右岸広場の一部，永山橋下流右岸広場，石狩川右岸並木，平

成大橋上流右岸広場，両神橋下流右岸広場及び同緑地パークゴルフ場に限る。）に限

る。）

⑵ 都市公園のうち近隣公園（旭神中央公園に限る。）

⑶ 都市公園のうち都市緑地（永山みず辺緑地に限る。）

２ 指定管理者

旭川市東鷹栖東２条２丁目

グリーンテックス株式会社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 ２４ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

都市公園のうち都市緑地（突哨山に限る。）

２ 指定管理者

旭川市東光１３条８丁目

特定非営利活動法人もりねっと北海道

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 ２５ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 都市公園のうち運動公園（石狩川水系緑地（神楽橋下流右岸広場，忠別川左岸並木の一

部及び忠別橋上流左岸広場の一部に限る。）に限る。）

⑵ 都市公園のうち地区公園（宮前公園に限る。）

⑶ 都市公園のうち都市緑地（北彩都プロムナード緑地，北彩都南６条通緑地及び旭川駅南

緑地に限る。）

２ 指定管理者

旭川市花咲町３丁目

あさひかわ北彩都ガーデン等グループ共同事業体

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 ２６ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市春光台公民館

２ 指定管理者

旭川市春光台３条３丁目

旭川市春光台公民館運営理事会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 ２７ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

井上靖記念館

２ 指定管理者

旭川市忠和２条５丁目

特定非営利活動法人旭川文学資料友の会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで



６・１定 議案第 ２８ 号

令和６年度旭川市一般会計予算について

令和６年度旭川市一般会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

６・１定 議案第 ２９ 号

令和６年度旭川市国民健康保険事業特別会計予算について

令和６年度旭川市国民健康保険事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ３０ 号

令和６年度旭川市動物園事業特別会計予算について

令和６年度旭川市動物園事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

６・１定 議案第 ３１ 号

令和６年度旭川市公共駐車場事業特別会計予算について

令和６年度旭川市公共駐車場事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ３２ 号

令和６年度旭川市育英事業特別会計予算について

令和６年度旭川市育英事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

６・１定 議案第 ３３ 号

令和６年度旭川市介護保険事業特別会計予算について

令和６年度旭川市介護保険事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ３４ 号

令和６年度旭川市母子福祉資金等貸付事業特別会計予算について

令和６年度旭川市母子福祉資金等貸付事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

６・１定 議案第 ３５ 号

令和６年度旭川市後期高齢者医療事業特別会計予算について

令和６年度旭川市後期高齢者医療事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ３６ 号

令和６年度旭川市水道事業会計予算について

令和６年度旭川市水道事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

６・１定 議案第 ３７ 号

令和６年度旭川市下水道事業会計予算について

令和６年度旭川市下水道事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ３８ 号

令和６年度旭川市病院事業会計予算について

令和６年度旭川市病院事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介



６・１定 議案第 ３９ 号

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年旭川市条例第５７号）

の一部を次のように改正する。

第３０条中「母子や」を「年齢，発達の状況その他の当該母子の事情に応じ意見聴取その他

の措置をとることにより，母子それぞれの意見又は意向，母子や」に改める。

第３３条中「婦人相談所」を「里親支援センター，女性相談支援センター」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（説 明）

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市児童福祉施設の設備及

び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ４０ 号

旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金条例

を廃止する条例の制定について

旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金条例を廃止する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金条例を廃止する条例

旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金条例（令和２年旭川市条例第３９号）は，廃止す

る。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（説 明）

旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金を廃止するために，旭川市新型コロナウイルス感

染症対策基金条例を廃止しようとするものである。



６・１定 議案第 ４１ 号

旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例及び旭川市病院事業

の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例及び旭川市病院事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例及び旭川市病院事業

の設置等に関する条例の一部を改正する条例

（旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正）

第１条 旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年旭川市条例第

３０号）の一部を次のように改正する。

第６条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。

（旭川市病院事業の設置等に関する条例の一部改正）

第２条 旭川市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年旭川市条例第３１号）の一部を次

のように改正する。

第５条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（説 明）

地方自治法の一部改正に伴い，旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例及び

旭川市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ４２ 号

旭川市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市火災予防条例の一部を改正する条例

旭川市火災予防条例（昭和４８年旭川市条例第４１号）の一部を次のように改正する。

第４２条第１項及び第４７条第１項第１号中「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（説 明）

消防法施行令の一部改正に伴い，旭川市火災予防条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ４３ 号

旭川市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市消防手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市消防手数料条例の一部を改正する条例

旭川市消防手数料条例（平成１２年旭川市条例第１３号）の一部を次のように改正する。

第７条中「，手数料」を「，当該手数料」に改め，同条に次の１項を加える。

２ 前項に定めるもののほか，市長は，災害により特に必要と認めたときは，手数料を免除す

ることができる。

別表第１⑵の項中「１，１８０，０００円」を「１，４５０，０００円」に，

「１，４１０，０００円」を「１，７２０，０００円」に，「１，５９０，０００円」を

「１，９２０，０００円」に，「１，９５０，０００円」を「２，３６０，０００円」に，

「２，２７０，０００円」を「２，７４０，０００円」に，「４，５５０，０００円」を

「５，６４０，０００円」に，「５，８２０，０００円」を「７，２４０，０００円」に，

「７，０７０，０００円」を「８，７９０，０００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，第７条の改正規定及び同条に１項

を加える改正規定は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の旭川市消防手数料条例別表第１の規定は，令和６年４月１日以後

の申請に係る手数料について適用し，同日前の申請に係る手数料については，なお従前の例



による。

（説 明）

手数料の額を改定する等のために，旭川市消防手数料条例の一部を改正しようとするもので

ある。



６・１定 議案第 ４４ 号

旭川市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市印鑑条例の一部を改正する条例

旭川市印鑑条例（昭和５９年旭川市条例第１０号）の一部を次のように改正する。

第４条第２項及び第３項中「市長が定める」を「規則で定める」に改める。

第１４条第２項に次のただし書を加える。

ただし，印鑑登録者が第１０条又は第１１条に規定する届出を自ら行つた場合であつて，

当該届出を行つた者が規則で定める方法により当該印鑑登録者であることを確認したときは，

この限りでない。

第１５条ただし書中「登録印鑑を提示し，」を「登録印鑑」に，「ときは」を「とき又は旭

川市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１８年旭川市条例第４８

号）第３条第１項に規定する電子情報処理組織を使用して当該申請が行われたときは」に改め

る。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，第４条の改正規定及び第１４条第２

項にただし書を加える改正規定は，公布の日から施行する。

（説 明）

印鑑登録証明の申請に係る規定を整備する等のために，旭川市印鑑条例の一部を改正しよう

とするものである。



６・１定 議案第 ４５ 号

旭川市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

旭川市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例（令和２年旭川市条例第１１号）

の一部を次のように改正する。

第１６条第７項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録

であって電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に係る記録媒体をい

う。）」に改める。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

（説 明）

無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市無料低額宿泊所の設

備及び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ４６ 号

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（令和元年旭川市

条例第３号）の一部を次のように改正する。

「第４章 医療型児童発達支援

第１節 基本方針（第６８条）

目次中 第２節 人員に関する基準（第６９条・第７０条） を「第４章 削除」に改め

第３節 設備に関する基準（第７１条）

第４節 運営に関する基準（第７２条－第７８条）」

る。

第２条第１項第１号中「第６条の２の２第９項」を「第６条の２の２第８項」に改め，同項

第２号及び第１０号中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者」に改

め，同項第１３号中「事業，第６８条に規定する指定医療型児童発達支援の事業」を「事業」

に改める。

第３条（見出しを含む。）中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業

者」に改める。

第４条ただし書を削る。



第５条中「指導及び訓練」を「支援をし，又はこれに併せて治療（上肢，下肢又は体幹の機

能の障害のある児童に対して行われるものに限る。以下同じ。）」に改める。

第７条第４項を削り，同条第３項中「前項」を「第２項」に改め，同項を同条第４項とし，

同条第２項の次に次の１項を加える。

３ 前２項に掲げる従業者のほか，指定児童発達支援事業所において，治療を行う場合には，

医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する診療所として必要とされる数の従業者を置

かなければならない。

第７条第５項を削り，同条第６項中「第３項」を「前項」に改め，同項を同条第５項とし，

同条第７項中「，第４項第１号及び」を「及び」に改め，同項を同条第６項とし，同条第８項

中「から第５項まで（第１項第１号を除く。）」を「（第１号を除く。），第２項及び第４

項」に改め，同項を同条第７項とし，同項の次に次の１項を加える。

８ 第３項に規定する従業者は，専ら当該指定児童発達支援事業所の職務に従事する者でなけ

ればならない。ただし，障害児の支援に支障がない場合は，障害児の保護に直接従事する従

業者を除き，併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従事させることができる。

第７条第９項中「前項」を「前２項」に改める。

第８条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該指定児童発達支援事業所以外の」に改

める。

第１０条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め，同条第２項中「指導訓練室」を

「発達支援室」に，「訓練に」を「支援に」に改める。

第１１条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に，「含む。以下この項において同じ」

を「含む」に，「及び便所」を「，便所，静養室」に改め，同項ただし書を削り，同条第３項

を削り，同条第２項中「前項」を「第１項」に改め，同項ただし書を削り，同項第１号中「指

導訓練室」を「発達支援室」に改め，同項を同条第３項とし，同条第１項の次に次の１項を加

える。

２ 指定児童発達支援事業所において，治療を行う場合には，前項に規定する設備（医務室を

除く。）に加えて，医療法に規定する診療所として必要な設備を設けなければならない。

第１１条第４項中「前項」を「第２項」に，「場合は，」を「場合は，第２項に規定する設

備を除き，」に改める。

第１２条ただし書中「にあっては」を「（児童発達支援センターであるものを除く。）に

あっては」に改める。



第２４条第２項中「当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額」を「次の各号に

掲げる区分に応じ，当該各号に定める額」に改め，同項に次の各号を加える。

⑴ 次号に掲げる場合以外の場合 当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額

⑵ 治療を行う場合 前号に掲げる額のほか，当該指定児童発達支援のうち肢体不自由児通

所医療（食事療養（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第２項第１号に規定

する食事療養をいう。）を除く。以下同じ。）に係るものにつき健康保険の療養に要する

費用の額の算定方法の例により算定した費用の額

第２５条中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者」に改める。

第２６条第１項中「の支給」を「又は肢体不自由児通所医療費の支給」に，「の額」を「及

び肢体不自由児通所医療費の額」に改める。

第２７条第１項中「次条第１項」を「第２８条第１項」に改め，同条第５項中「前項の評価

及び改善の内容を」を「自己評価及び保護者評価並びに前項に規定する改善の内容を，保護者

に示すとともに，」に改め，同項を同条第７項とし，同条第４項中「自ら評価」を「指定児童

発達支援事業所の従業者による評価を受けた上で，自ら評価（以下この条において「自己評

価」という。）」に，「保護者による評価」を「通所給付決定保護者（以下この条において

「保護者」という。）による評価（以下この条において「保護者評価」という。）」に改め，

同項を同条第６項とし，同条中第３項を第５項とし，第２項を第３項とし，同項の次に次の１

項を加える。

４ 指定児童発達支援事業者は，障害児の適性，障害の特性その他の事情を踏まえた指定児童

発達支援（治療に係る部分を除く。以下この条及び次条において同じ。）の確保並びに次項

に規定する指定児童発達支援の質の評価及びその改善の適切な実施の観点から，指定児童発

達支援の提供に当たっては，心身の健康等に関する領域を含む総合的な支援を行わなければ

ならない。

第２７条第１項の次に次の１項を加える。

２ 指定児童発達支援事業者は，障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができる

よう，障害児及び通所給付決定保護者の意思をできる限り尊重するための配慮をしなければ

ならない。

第２７条の次に次の２条を加える。

第２７条の２ 指定児童発達支援事業者は，指定児童発達支援事業所ごとに指定児童発達支援

プログラム（前条第４項に規定する領域との関連性を明確にした指定児童発達支援の実施に



関する計画をいう。）を策定し，インターネットの利用その他の方法により公表しなければ

ならない。

（障害児の地域社会への参加及び包摂の推進）

第２７条の３ 指定児童発達支援事業者は，障害児が指定児童発達支援を利用することにより，

地域の保育，教育等の支援を受けることができるようにすることで，障害の有無にかかわら

ず，全ての児童が共に成長できるよう，障害児の地域社会への参加及び包摂（以下「インク

ルージョン」という。）の推進に努めなければならない。

第２８条第２項中「行い，」を「行うとともに，障害児の年齢及び発達の程度に応じて，そ

の意見が尊重され，その最善の利益が優先して考慮され，心身ともに健やかに育成されるよ

う」に改め，同条第４項中「課題，」を「課題，第２７条第４項に規定する領域との関連性及

びインクルージョンの観点を踏まえた」に改め，同条第５項中「障害児」を「障害児の意見が

尊重され，その最善の利益が優先して考慮される体制を確保した上で，障害児」に改め，同条

第７項中「に交付」を「及び当該通所給付決定保護者に対して指定障害児相談支援（法第２４

条の２６第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を提供する者に交付」に改める。

第２９条に次の１項を加える。

２ 児童発達支援管理責任者は，業務を行うに当たっては，障害児が自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう，障害児及び通所給付決定保護者の意思をできる限り尊重す

るよう努めなければならない。

第３１条の見出し並びに同条第１項及び第３項から第５項まで中「指導，訓練等」を「支

援」に改める。

第３６条中「の支給」を「又は肢体不自由児通所医療費の支給」に改める。

第４０条中「指導訓練室」を「発達支援室」に改める。

第４２条の２第３項中「保護者」を「通所給付決定保護者」に改める。

第４４条中「は，障害児」を「（治療を行うものを除く。）は，障害児」に改める。

第６２条第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め，同条第２項中「指導訓練」を「発達

支援」に，「訓練に」を「支援に」に改める。

第４章を次のように改める。

第４章 削除

第６８条から第７８条まで 削除

第７９条中「必要な訓練」を「必要な支援」に，「指導及び訓練」を「支援」に改める。



第８２条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め，同条第２項中「指導訓練室」を

「発達支援室」に，「訓練に」を「支援に」に改める。

第８８条第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め，同条第２項中「指導訓練」を「発達

支援」に，「訓練に」を「支援に」に改める。

第９２条第２項中「心理指導担当職員」を「心理担当職員」に，「の指導，知識技能の付

与」を「及び知識技能の習得」に，「必要な訓練」を「必要な支援」に，「「訓練等」を「こ

の項において単に「支援」に，「及び当該障害児の訓練等」を「並びに当該障害児の支援」に，

「訓練等に」を「支援に」に，「職業訓練又は」を「職業訓練若しくは」に改める。

第９８条中「第４項及び第５項を除く。）」を「第６項及び第７項を除く。），第２７条の

２」に，「第４９条，第５１条，第５２条」を「第４９条から第５２条まで」に，「，第５４

条」を「及び第５４条」に，「まで及び第７７条」を「まで」に，「読み替える」を「，第

２８条第４項中「第２７条第４項に規定する領域との関連性及びインクルージョンの観点を踏

まえた」とあるのは「第２７条第４項に規定する領域との関連性を踏まえた」と，第５０条第

１項中「行わなければならない」とあるのは「行うよう努めなければならない」と読み替え

る」に改める。

第１０３条中「第４項及び第５項」を「第４項」に，「，第２８条」を「，第２７条の３，

第２８条」に，「第４９条，第５１条，第５２条」を「第４９条から第５２条まで」に，「ま

で，第７７条」を「まで」に，「第４２条中」を「第２７条第６項中「を受けて」とあるのは

「及び当該事業所の訪問支援員が当該障害児に対して保育所等訪問支援を行うに当たって訪問

する施設（以下「訪問先施設」という。）による評価（以下「訪問先施設評価」という。）を

受けて」と，同項第５号中「障害児及びその保護者」とあるのは「障害児及びその保護者並び

に当該訪問先施設」と，同条第７項中「自己評価及び保護者評価」とあるのは「自己評価，保

護者評価及び訪問先施設評価」と，「保護者に示す」とあるのは「保護者及び訪問先施設に示

す」と，第２８条第４項中「第２７条第４項に規定する領域との関連性及びインクルージョン

の観点を踏まえた」とあるのは「インクルージョンの観点を踏まえた」と，同条第５項中「担

当者等」とあるのは「担当者及び当該障害児に係る訪問先施設の担当者等」と，第４２条中」

に，「体制」と，」を「体制」と，第５０条第１項中「行わなければならない」とあるのは

「行うよう努めなければならない」と，」に改める。

第１０４条第１項中「第３項及び第６項を除く。），第６９条」を「第４項及び第５項を除

く。）」に，「第４項」を「第３項」に，「同項第１号中「指定児童発達支援」とあるのは



「指定通所支援」と，同条第５項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業

所」と，同条第７項」を「同条第６項」に，「同条第８項」を「同条第７項」に，「第６９条

第１項中「事業所（以下「指定医療型児童発達支援事業所」という。）」とあり，並びに同条

第２項及び第３項中「指定医療型児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」」を

「同条第８項中「当該指定児童発達支援事業所」とあるのは「当該多機能型事業所」」に改め

る。

第１０６条第１項中「，第７２条及び」を「及び」に改め，同条第２項中「，第７２条及

び」を「及び」に，「，指定医療型児童発達支援又は」及び「，指定医療型児童発達支援の事

業又は」を「又は」に改め，同条第３項及び第４項中「，第７２条及び」を「及び」に改める。

第１０７条第１項中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者」に，

「第６４条，第７８条」を「第６４条」に改め，同条第２項中「指定障害児通所支援事業者

等」を「指定障害児通所支援事業者」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６６号。以下「一部改正法」とい

う。）附則第４条第１項の規定により一部改正法第２条の規定による改正後の児童福祉法

（以下「新児童福祉法」という。）第２１条の５の３第１項の指定を受けたものとみなされ

ているものについては，この条例による改正後の旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備

及び運営の基準等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第７条の規定にかかわら

ず，令和９年３月３１日までの間，なお従前の例によることができる。

３ 一部改正法附則第４条第１項の規定により新児童福祉法第２１条の５の３第１項の指定を

受けたものとみなされているものについては，改正後の条例第１１条の規定にかかわらず，

当分の間，なお従前の例によることができる。

４ この条例の施行の際現に指定を受けているこの条例による改正前の旭川市指定通所支援の

事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（以下「改正前の条例」という。）第７

条第４項に規定する主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所及び同条第５項に規

定する主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所については，改正後の条



例第７条及び第１２条の規定にかかわらず，令和９年３月３１日までの間，なお従前の例に

よることができる。

５ この条例の施行の際現に指定を受けている改正前の条例第７条第４項に規定する主として

難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所及び同条第５項に規定する主として重症心身障害

児を通わせる指定児童発達支援事業所については，改正後の条例第１１条の規定にかかわら

ず，当分の間，なお従前の例によることができる。

６ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間における改正後の条例第２７条の２

（改正後の条例第６０条，第６４条，第８５条，第８６条，第９０条及び第９８条において

準用する場合を含む。）の規定の適用については，同条中「公表しなければ」とあるのは，

「公表するよう努めなければ」とする。

（説 明）

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正に

伴い，旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正

しようとするものである。



６・１定 議案第 ４７ 号

旭川市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を

改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（平成

２５年旭川市条例第１９号）の一部を次のように改正する。

目次中「第１５１条の４」を「第１５１条の５」に改める。

第２条第１項第１７号中「事業，指定通所支援基準条例第６８条に規定する指定医療型児童

発達支援の事業」を「事業」に改める。

第７条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該指定居宅介護事業所以外の」に改める。

第８条後段中「重度訪問介護」を「重度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの事業」に改

める。

第２６条中第４号を第５号とし，第３号を第４号とし，第２号を第３号とし，第１号の次に

次の１号を加える。

⑵ 指定居宅介護の提供に当たっては，利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう，利用者の意思決定の支援に配慮すること。

第２７条第２項中「交付」を「利用者及びその同居の家族並びに当該利用者又は障害児の保

護者に対して指定計画相談支援（法第５１条の１７第２項に規定する指定計画相談支援をいう。

以下同じ。）又は指定障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の



２６第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を行う者（以下これらを総称して「指定

特定相談支援事業者等」という。）に交付」に改め，同条第３項中「，居宅介護計画」を「，

第１項の居宅介護計画の」に改める。

第３１条に次の１項を加える。

４ サービス提供責任者は，業務を行うに当たっては，利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。

第４８条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該基準該当居宅介護事業所以外の」に

改める。

第５１条第２項後段中「重度訪問介護」を「重度訪問介護に係る基準該当障害福祉サービス

の事業」に改める。

第５３条第７項中「児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）」を「児童福祉法」に改め，

同条第８項中「第６条の２の２第３項」を「第７条第２項」に改める。

第６１条中第３項を第４項とし，第２項を第３項とし，第１項の次に次の１項を加える。

２ 指定療養介護事業者は，利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

う，利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。

第６２条第２項中「行い」を「行うとともに，利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援

に配慮しつつ」に改め，同条第１０項中「第７項」を「第８項」に，「第８項」を「第９項」

に改め，同項を同条第１１項とし，同条中第９項を第１０項とし，第８項を第９項とし，同条

第７項中「利用者」を「利用者及び指定特定相談支援事業者等」に改め，同項を同条第８項と

し，同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め，同項を同条第７項とし，同条第５項中「利

用者」を「利用者及び当該利用者」に，「開催し」を「開催し，当該利用者の生活に対する意

向等を改めて確認するとともに」に改め，同項を同条第６項とし，同条中第４項を第５項とし，

第３項を第４項とし，第２項の次に次の１項を加える。

３ アセスメントに当たっては，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，

適切に意思決定の支援を行うため，当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁

寧に把握しなければならない。

第６３条に次の１項を加える。

２ サービス管理責任者は，業務を行うに当たっては，利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，適切に利用者への意思決



定の支援が行われるよう努めなければならない。

第８２条第１項第２号及び第４項中「又は作業療法士」を「，作業療法士又は言語聴覚士」

に改める。

第８９条の２第１項中「等の関係機関」を「（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和

３５年法律第１２３号）第２７条第２項に規定する障害者就業・生活支援センターをいう。以

下同じ。）等の関係機関」に改める。

第９７条中「第６３条」を「第６３条第１項」に改める。

第９７条の４第１号及び第２号中「第１５１条の３」を「第１５１条の４」に改める。

第１０８条中第３項を第４項とし，第２項を第３項とし，第１項の次に次の１項を加える。

２ 指定短期入所事業者は，利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう，

利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。

第１２２条中第３項を第４項とし，第２項を第３項とし，第１項の次に次の１項を加える。

２ 指定重度障害者等包括支援事業者は，利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう，利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。

第１２３条第２項中「交付」を「利用者及びその同居の家族並びに指定特定相談支援事業者

等に交付」に改める。

第１２５条中「第３０条」を「第３０条，第３１条第４項」に改める。

第１４５条第１項第１号及び第４項中「又は作業療法士」を「，作業療法士又は言語聴覚

士」に改める。

第１５１条中「同条第８項」を「同条第９項」に，「第６３条」を「第６３条第１項」に改

める。

第９章第５節中第１５１条の４を第１５１条の５とし，第１５１条の３を第１５１条の４と

し，第１５１条の２の次に次の１条を加える。

（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテーション事業者の基準）

第１５１条の３ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテーション事業

者（指定居宅サービス等基準条例第１３９条第１項に規定する指定通所リハビリテーション

事業者をいう。以下同じ。）が当該事業に関して満たすべき基準は，次のとおりとする。

⑴ 指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス等基準条例第１３９条第１項に

規定する指定通所リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）の専用の部屋等の面積

（当該指定通所リハビリテーション事業所が介護老人保健施設（介護保険法（平成９年法



律第１２３号）第８条第２８項に規定する介護老人保健施設をいう。）又は介護医療院

（同条第２９項に規定する介護医療院をいう。）である場合にあっては，当該専用の部屋

等の面積に利用者用に確保されている食堂（リハビリテーションに供用されるものに限

る。）の面積を加えるものとする。第１５２条第２号において同じ。）を，指定通所リハ

ビリテーション（指定居宅サービス等基準条例第１３８条に規定する指定通所リハビリ

テーションをいう。以下同じ。）の利用者の数と共生型自立訓練（機能訓練）の利用者の

数の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。

⑵ 指定通所リハビリテーション事業所の従業者の員数が，当該指定通所リハビリテーショ

ン事業所が提供する指定通所リハビリテーションの利用者の数を指定通所リハビリテー

ションの利用者の数及び共生型自立訓練（機能訓練）の利用者の数の合計数であるとした

場合における当該指定通所リハビリテーション事業所として必要とされる数以上であるこ

と。

⑶ 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービスを提供するため，指定自

立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。

第１５２条中「基準該当障害福祉サービス（」を「基準該当障害福祉サービス（第１５２条

の３に規定する病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を除く。」に改め，同条第１号中「で

あって」を「又は指定通所リハビリテーション事業者であって」に，「を提供」を「又は指定

通所リハビリテーションを提供」に改め，同条第２号中「の面積」を「又は指定通所リハビリ

テーション事業所の専用の部屋等の面積」に，「の利用者」を「又は指定通所リハビリテー

ションの利用者」に改め，同条第３号中「の従業者」を「又は指定通所リハビリテーション事

業所の従業者」に，「当該指定通所介護事業所等」を「当該指定通所介護事業所等又は当該指

定通所リハビリテーション事業所」に，「の利用者」を「又は指定通所リハビリテーションの

利用者」に改める。

第１５２条の２の次に次の１条を加える。

（病院又は診療所における基準該当障害福祉サービス（自立訓練）に関する基準）

第１５２条の３ 地域において自立訓練（機能訓練）が提供されていないこと等により自立訓

練（機能訓練）を受けることが困難な障害者に対して病院又は診療所（以下「病院等基準該

当自立訓練（機能訓練）事業者」という。）が行う自立訓練（機能訓練）に係る基準該当障

害福祉サービス（以下この条において「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）」という。）

に関して病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業者が満たすべき基準は，次のとおりとす



る。

⑴ 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を行う事業所（次号において「病院等基準該当自

立訓練（機能訓練）事業所」という。）の専用の部屋等の面積を，病院等基準該当自立訓

練（機能訓練）を受ける利用者の数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。

⑵ 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所ごとに，管理者及び次のア又はイに掲げる

場合の区分に応じて当該ア又はイに掲げる基準を満たす人員を配置していること。

ア 利用者の数が１０人以下の場合 専ら当該病院等基準該当自立訓練（機能訓練）の提

供に当たる理学療法士，作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職員

が１以上確保されていること。

イ 利用者の数が１０人を超える場合 専ら当該病院等基準該当自立訓練（機能訓練）の

提供に当たる理学療法士，作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職

員が，利用者の数を１０で除した数以上確保されていること。

⑶ 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者に対して適切なサービスを提供す

るため，指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受け

ていること。

第１６１条及び第１７４条中「同条第８項」を「同条第９項」に，「第６３条」を「第６３

条第１項」に改める。

第１７９条第２項中「（昭和３５年法律第１２３号）第４４条」を「第４４条」に改める。

第１８７条中「第６３条」を「第６３条第１項」に改める。

第１９２条中「第１４９条」を「第１４９条，第１８２条第６項」に，「第６３条」を「第

６３条第１項」に，「第１８３条第１項」を「第１８２条第６項中「賃金及び第３項に規定す

る工賃」とあるのは「第１９１条第１項の工賃」と，第１８３条第１項」に改める。

第１９６条中「第１４９条」を「第１４９条，第１８２条第６項」に，「第６３条」を「第

６３条第１項」に，「第１８３条第１項」を「第１８２条第６項中「賃金及び第３項に規定す

る工賃」とあるのは「第１９５条第１項の工賃」と，第１８３条第１項」に改める。

第１９６条の６に次の１項を加える。

２ サービス管理責任者は，業務を行うに当たっては，利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。

第１９６条の７中「過去３年間において平均１人以上，通常の事業所に新たに障害者を雇用



させている生活介護等に係る指定障害福祉サービス事業者」を「生活介護等に係る指定障害福

祉サービス事業者であって，過去３年以内に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が新たに

通常の事業所に雇用されたもの又は障害者就業・生活支援センター」に改める。

第１９６条の１４第１項第２号ア及びイを次のように改める。

ア サービス管理責任者が常勤である場合 次の（ｱ) 又は（ｲ)に掲げる利用者の数の区分に応

じ，それぞれ（ｱ)又は（ｲ)に掲げる数

（ｱ) 利用者の数が６０以下 １以上

（ｲ) 利用者の数が６１以上 １に，利用者の数が６０を超えて６０又はその端数を増す

ごとに１を加えて得た数以上

イ ア以外の場合 次の（ｱ)又は（ｲ)に掲げる利用者の数の区分に応じ，それぞれ（ｱ)又は（ｲ)に

掲げる数

（ｱ) 利用者の数が３０以下 １以上

（ｲ) 利用者の数が３１以上 １に，利用者の数が３０を超えて３０又はその端数を増す

ごとに１を加えて得た数以上

第１９６条の１４中第４項を第６項とし，第３項を第５項とし，第２項の次に次の２項を加

える。

３ 指定自立生活援助事業者が指定地域移行支援事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準

（平成２４年厚生労働省令第２７号。以下この条において「指定地域相談支援基準」とい

う。）第２条第３項に規定する指定地域移行支援事業者をいう。）の指定を併せて受け，か

つ，指定自立生活援助の事業と指定地域移行支援（指定地域相談支援基準第１条第１１号に

規定する指定地域移行支援をいう。）の事業を同一の事業所において一体的に運営している

場合にあっては，指定地域相談支援基準第３条の規定により当該事業所に配置された相談支

援専門員（同条第２項に規定する相談支援専門員をいう。以下同じ。）を第１項第２号の規

定により置くべきサービス管理責任者とみなすことができる。

４ 指定自立生活援助事業者が指定地域定着支援事業者（指定地域相談支援基準第３９条第３

項に規定する指定地域定着支援事業者をいう。）の指定を併せて受け，かつ，指定自立生活

援助の事業と指定地域定着支援（指定地域相談支援基準第１条第１２号に規定する指定地域

定着支援をいう。）の事業を同一の事業所において一体的に運営している場合にあっては，

指定地域相談支援基準第４０条において準用する指定地域相談支援基準第３条の規定により



当該事業所に配置された相談支援専門員を第１項第２号の規定により置くべきサービス管理

責任者とみなすことができる。

第１９６条の１７を次のように改める。

第１９６条の１７ 削除

第１９６条の１８の見出し中「訪問」を「訪問等」に改め，同条中「おおむね週に１回以

上，」を「定期的に」に，「当該」を「又はテレビ電話装置等を活用して，当該」に改める。

第１９６条の２０中「同条第８項」を「同条第９項」に，「第１９６条の６中」を「第

１９６条の６第１項中」に改める。

第１９７条中「又は食事」を「若しくは食事」に，「行う」を「行い，又はこれに併せて，

居宅における自立した日常生活への移行を希望する入居者につき当該日常生活への移行及び移

行後の定着に関する相談，住居の確保に係る援助その他居宅における自立した日常生活への移

行及び移行後の定着に必要な援助を適切かつ効果的に行う」に改める。

第２００条の２第３項中「援助を」を「援助を行い，又はこれに併せて居宅における自立し

た日常生活への移行後の定着に必要な援助を」に改める。

第２００条の５中第４項を第５項とし，第３項を第４項とし，第２項を第３項とし，第１項

の次に次の１項を加える。

２ 指定共同生活援助事業者は，利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができる

よう，利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。

第２００条の６に次の１項を加える。

２ サービス管理責任者は，業務を行うに当たっては，利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。

第２００条の６の次に次の１条を加える。

（地域との連携等）

第２００条の７ 指定共同生活援助事業者は，指定共同生活援助の提供に当たっては，地域住

民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならな

い。

２ 指定共同生活援助事業者は，指定共同生活援助の提供に当たっては，利用者及びその家族，

地域住民の代表者，共同生活援助について知見を有する者並びに市町村の担当者等により構

成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。以下この条及



び第２０３条の１０において「地域連携推進会議」という。）を開催し，おおむね１年に１

回以上，地域連携推進会議において，事業の運営に係る状況を報告するとともに，必要な要

望，助言等を聴く機会を設けなければならない。

３ 指定共同生活援助事業者は，地域連携推進会議の開催のほか，おおむね１年に１回以上，

当該地域連携推進会議の構成員が指定共同生活援助事業所を見学する機会を設けなければな

らない。

４ 指定共同生活援助事業者は，第２項の報告，要望，助言等についての記録を作成するとと

もに，当該記録を公表しなければならない。

５ 前３項の規定は，指定共同生活援助事業者がその提供する指定共同生活援助の質に係る外

部の者による評価及び当該評価の実施状況を公表している場合には，適用しない。

６ 指定共同生活援助事業者は，地域住民に対し，提供しているサービス等を明らかにするよ

う努めなければならない。

７ 指定共同生活援助事業者は，地域住民との連携の下に非常災害時の避難体制の構築に努め

なければならない。

８ 指定共同生活援助事業者は，本市が行う成年後見制度に関する事業への参加等を通じて成

年後見制度に対する理解を深めるとともに，関係機関と連携することにより，必要に応じて

成年後見制度を利用するよう努めなければならない。

第２０２条の４に次の２項を加える。

３ 指定共同生活援助事業者は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項に

おいて「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定す

る新型インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定す

る新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなけれ

ばならない。

４ 指定共同生活援助事業者は，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合において

は，当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行

わなければならない。

第２０３条中「第７４条，第７８条」を「第７４条」に改める。

第２０３条の２中「入浴」を「相談，入浴」に，「，食事」を「若しくは食事」に，「の援

助」を「の援助又はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後



の定着に必要な援助」に改める。

第２０３条の３中「又は食事」を「若しくは食事」に，「の援助」を「の援助又はこれに併

せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」に改め

る。

第２０３条の１０を次のように改める。

（地域との連携等）

第２０３条の１０ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は，日中サービス支援型指定

共同生活援助の提供に当たっては，地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行

う等の地域との交流を図らなければならない。

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は，日中サービス支援型指定共同生活援助の

提供に当たっては，地域連携推進会議を開催し，おおむね１年に１回以上，地域連携推進会

議において，事業の運営に係る状況を報告するとともに，必要な要望，助言等を聴く機会を

設けなければならない。

３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は，地域連携推進会議の開催のほか，おおむ

ね１年に１回以上，当該地域連携推進会議の構成員が日中サービス支援型指定共同生活援助

事業所を見学する機会を設けなければならない。

４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は，第２項の報告，要望，助言等についての

記録を作成するとともに，当該記録を公表しなければならない。

５ 前３項の規定は，日中サービス支援型指定共同生活援助事業者がその提供する日中サービ

ス支援型指定共同生活援助の質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況を公表し

ている場合には，適用しない。

６ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は，法第８９条の３第１項に規定する協議会

その他市長がこれに準ずるものとして特に認めるもの（以下「協議会等」という。）に対し

て定期的に日中サービス支援型指定共同生活援助の事業の実施状況及び第２項の報告，要望，

助言等の内容又は前項の評価の結果等を報告し，協議会等による評価を受けるとともに，協

議会等から必要な要望，助言等を聴く機会を設けなければならない。

７ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は，前項の協議会等における報告，評価，要

望，助言等についての記録を整備しなければならない。

８ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は，地域住民に対し，提供しているサービス

等を明らかにするよう努めなければならない。



９ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は，地域住民との連携の下に非常災害時の避

難体制の構築に努めなければならない。

１０ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は，本市が行う成年後見制度に関する事業

への参加等を通じて成年後見制度に対する理解を深めるとともに，関係機関と連携すること

により，必要に応じて成年後見制度を利用するよう努めなければならない。

第２０３条の１１中「第７４条，第７８条」を「第７４条」に改める。

第２０３条の１２中「（第２０３条の１４第１項」を「又はこれに併せて行われる居宅にお

ける自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助（第２０３条の１４第１項」に，

「，食事」を「又は食事」に改める。

第２０３条の１３中「又は食事」を「若しくは食事」に，「の援助」を「の援助又はこれに

併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」に改

める。

第２０３条の１４の見出し中「の員数」を「及び員数」に改める。

第２０３条の２２中「第７４条，第７８条」を「第７４条」に，「第２００条の６」を「第

２００条の７」に改める。

第２０４条第１項中「，指定医療型児童発達支援事業所（指定通所支援基準条例第６９条に

規定する指定医療型児童発達支援事業所をいう。）及び」を「及び」に改め，同条第２項中

「，指定医療型児童発達支援事業所及び」を「及び」に改める。

第２０８条第１項中「第１５１条の４」を「第１５１条の５」に改める。

附則第２項中「又は作業療法士」を「，作業療法士又は言語聴覚士」に改める。

附則第５項及び第６項中「区分省令」を「区分命令」に，「令和６年３月３１日」を「令和

９年３月３１日」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，第８条及び第５１条の改正規定並

びに附則第５項及び第６項の改正規定（「区分省令」を「区分命令」に改める部分に限

る。）は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭



川市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（以下「改

正後の条例」という。）第２００条の７（改正後の条例第２０３条の２２において準用する

場合を含む。）及び第２０３条の１０の規定の適用については，これらの規定中「設けなけ

れば」とあるのは「設けるよう努めなければ」と，「公表しなければ」とあるのは「公表す

るよう努めなければ」とする。

（説 明）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービ

スの事業等の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市指定障害福祉サービ

スの事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ４８ 号

旭川市指定障害者支援施設の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定障害者支援施設の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定障害者支援施設の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定障害者支援施設の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（平成２５年旭川市

条例第２０号）の一部を次のように改正する。

第３条に次の２項を加える。

４ 指定障害者支援施設は，利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ，利用

者の地域生活への移行に関する意向を把握し，当該意向を定期的に確認するとともに，法第

７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を

行う者と連携を図りつつ，利用者の希望に沿って地域生活への移行に向けた措置を講じなけ

ればならない。

５ 指定障害者支援施設は，利用者の当該指定障害者支援施設以外における指定障害福祉サー

ビス等の利用状況等を把握するとともに，利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配

慮しつつ，利用者の当該指定障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に

関する意向を定期的に確認し，一般相談支援事業又は特定相談支援事業を行う者と連携を図

りつつ，必要な援助を行わなければならない。

第５条第１項第１号イ，エ及びク並びに同項第２号ア，ウ及びキ中「又は作業療法士」を

「，作業療法士又は言語聴覚士」に改める。



第２６条中第３項を第４項とし，第２項を第３項とし，第１項の次に次の１項を加える。

２ 指定障害者支援施設は，利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう，

利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。

第２７条第２項中「行い」を「行うとともに，利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援

に配慮しつつ」に改め，同項に後段として次のように加える。

この場合において，サービス管理責任者は，第２８条の３第１項の地域移行等意向確認担

当者（以下「地域移行等意向確認担当者」という。）が把握した利用者の地域生活への移行

に関する意向等を踏まえるものとする。

第２７条第１０項中「第７項」を「第８項」に，「第８項」を「第９項」に改め，同項を同

条第１１項とし，同条中第９項を第１０項とし，第８項を第９項とし，同条第７項中「利用

者」を「利用者及び当該利用者に対して指定計画相談支援（法第５１条の１７第２項に規定す

る指定計画相談支援をいう。）を行う者」に改め，同項を同条第８項とし，同条第６項中「第

４項」を「第５項」に改め，同項を同条第７項とし，同条第５項中「利用者」を「利用者及び

当該利用者」に，「担当者等」を「担当者等（地域移行等意向確認担当者を含む。）」に，

「開催し」を「開催し，当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」に改め，

同項を同条第６項とし，同条中第４項を第５項とし，第３項を第４項とし，第２項の次に次の

１項を加える。

３ アセスメントに当たっては，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，

適切に意思決定の支援を行うため，当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁

寧に把握しなければならない。

第２８条に次の１項を加える。

２ サービス管理責任者は，業務を行うに当たっては，利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。

第２８条の次に次の２条を加える。

（地域との連携等）

第２８条の２ 指定障害者支援施設は，施設障害福祉サービスの提供に当たっては，地域住民

又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。

２ 指定障害者支援施設は，施設障害福祉サービスの提供に当たっては，利用者及びその家族，

地域住民の代表者，施設障害福祉サービスについて知見を有する者並びに市町村の担当者等



により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

（以下この条において「地域連携推進会議」という。）を開催し，おおむね１年に１回以上，

地域連携推進会議において，事業の運営に係る状況を報告するとともに，必要な要望，助言

等を聴く機会を設けなければならない。

３ 指定障害者支援施設は，前項に規定する地域連携推進会議の開催のほか，おおむね１年に

１回以上，地域連携推進会議の構成員が指定障害者支援施設を見学する機会を設けなければ

ならない。

４ 指定障害者支援施設は，第２項の報告，要望，助言等についての記録を作成するとともに，

当該記録を公表しなければならない。

５ 前３項の規定は，指定障害者支援施設がその提供する施設障害福祉サービスの質に係る外

部の者による評価及び当該評価の実施状況を公表している場合には，適用しない。

６ 指定障害者支援施設は，地域住民に対し，提供している施設障害福祉サービス等を明らか

にするよう努めなければならない。

７ 指定障害者支援施設は，地域住民との連携の下に非常災害時の避難体制の構築に努めなけ

ればならない。

８ 指定障害者支援施設は，本市が行う成年後見制度に関する事業への参加等を通じて成年後

見制度に対する理解を深めるとともに，関係機関と連携することにより，必要に応じて成年

後見制度を利用するよう努めなければならない。

（地域移行等意向確認担当者の選任等）

第２８条の３ 指定障害者支援施設は，利用者の地域生活への移行に関する意向の把握，利用

者の当該指定障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用状況等の把握及び

利用者の当該指定障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向

の定期的な確認（以下この条において「地域移行等意向確認等」という。）を適切に行うた

め，地域移行等意向確認等に関する指針を定めるとともに，地域移行等意向確認担当者を選

任しなければならない。

２ 地域移行等意向確認担当者は，前項の指針に基づき，地域移行等意向確認等を実施し，ア

セスメントの際に地域移行等意向確認等において把握又は確認した内容をサービス管理責任

者に報告するとともに，当該内容を第２７条第６項に規定する施設障害福祉サービス計画の

作成に係る会議に報告しなければならない。

３ 地域移行等意向確認担当者は，地域移行等意向確認等に当たっては，法第７７条第３項各



号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携し，

地域における障害福祉サービスの体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移行に向け

た支援を行うよう努めなければならない。

第５２条に次の２項を加える。

３ 指定障害者支援施設は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において

「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新型

インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感

染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら

ない。

４ 指定障害者支援施設は，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては，

当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな

ければならない。

第５９条を次のように改める。

第５９条 削除

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市指定障害

者支援施設の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）

第２８条の２の規定の適用については，同条中「設けなければ」とあるのは「設けるよう努

めなければ」と，「公表しなければ」とあるのは「公表するよう努めなければ」とする。

３ 施行日から令和８年３月３１日までの間における改正後の条例第２８条の３の規定の適用

については，同条中「選任しなければ」とあるのは「選任するよう努めなければ」と，「報

告しなければ」とあるのは「報告するよう努めなければ」とする。



（説 明）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設

等の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市指定障害者支援施設の人員，

設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ４９ 号

旭川市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

旭川市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成２５年旭川市条例第

２１号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項第３号中「事業，医療型児童発達支援（同条第３項に規定する医療型児童発達

支援をいう。）の事業」を「事業」に，「同条第４項」を「同条第３項」に，「同条第５項」

を「同条第４項」に，「同条第６項」を「同条第５項」に改める。

第１７条中第３項を第４項とし，第２項を第３項とし，第１項の次に次の１項を加える。

２ 療養介護事業者は，利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう，利

用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。

第１８条第２項中「行い」を「行うとともに，利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援

に配慮しつつ」に改め，同条第１０項中「第７項」を「第８項」に，「第８項」を「第９項」

に改め，同項を同条第１１項とし，同条中第９項を第１０項とし，第８項を第９項とし，同条

第７項中「利用者」を「利用者及び当該利用者又は障害児の保護者に対して指定計画相談支援

（法第５１条の１７第２項に規定する指定計画相談支援をいう。以下同じ。）又は指定障害児

相談支援（児童福祉法第２４条の２６第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を行う

者」に改め，同項を同条第８項とし，同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め，同項を同



条第７項とし，同条第５項中「利用者」を「利用者及び当該利用者」に，「開催し」を「開催

し，当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」に改め，同項を同条第６項

とし，同条中第４項を第５項とし，第３項を第４項とし，第２項の次に次の１項を加える。

３ サービス管理責任者は，アセスメントに当たっては，利用者が自ら意思を決定することに

困難を抱える場合には，適切に意思決定の支援を行うため，当該利用者の意思及び選好並び

に判断能力等について丁寧に把握しなければならない。

第１９条に次の１項を加える。

２ サービス管理責任者は，業務を行うに当たっては，利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。

第４０条第１項第３号及び第４項中「又は作業療法士」を「，作業療法士又は言語聴覚士」

に改める。

第５１条中「第１９条」を「第１９条第１項」に改める。

第５３条第１項第２号及び第４項中「又は作業療法士」を「，作業療法士又は言語聴覚士」

に改める。

第５５条第１項中「第６４条第１項」を「第６２条の２」に改める。

第５６条及び第６１条中「同条第８項」を「同条第９項」に，「第１９条」を「第１９条第

１項」に改める。

第６２条の次に次の１条を加える。

（規模）

第６２条の２ 就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援事業者」という。）が当該

事業を行う事業所（以下「就労移行支援事業所」という。）は，１０人以上の人員を利用さ

せることができる規模を有するものでなければならない。

第６４条第１項中「就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「就労移行支援事業所」という。）」を「就労移行支援事業

所」に改める。

第７０条中「第３９条まで」を「第３７条まで，第３９条」に，「同条第８項」を「同条第

９項」に，「第１９条」を「第１９条第１項」に改める。

第８５条及び第８８条中「第１９条」を「第１９条第１項」に改める。

第８９条第１項中「，指定医療型児童発達支援（指定通所支援基準条例第６８条に規定する



指定医療型児童発達支援をいう。）の事業又は」を「又は」に改める。

附則第２項中「又は作業療法士」を「，作業療法士又は言語聴覚士」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（説 明）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事

業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市障害福祉サービス事業の設備及び運

営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ５０ 号

旭川市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

旭川市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２５年旭川市条例第２４

号）の一部を次のように改正する。

第３条に次の２項を加える。

４ 障害者支援施設は，利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ，利用者の

地域生活への移行に関する意向を把握し，当該意向を定期的に確認するとともに，法第７７

条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う

者と連携を図りつつ，利用者の希望に沿って地域生活への移行に向けた措置を講じなければ

ならない。

５ 障害者支援施設は，利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等

（法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス等をいう。以下同じ。）の利用状況等

を把握するとともに，利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ，利用者の

当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向を定期的に確

認し，一般相談支援事業又は特定相談支援事業を行う者と連携を図りつつ，必要な援助を行

わなければならない。

第１２条第１項第２号イ，エ及びク並びに同項第３号ア，ウ及びキ中「又は作業療法士」を



「，作業療法士又は言語聴覚士」に改める。

第１９条中第３項を第４項とし，第２項を第３項とし，第１項の次に次の１項を加える。

２ 障害者支援施設は，利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう，利

用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。

第２０条第２項中「行い」を「行うとともに，利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援

に配慮しつつ」に改め，同項に後段として次のように加える。

この場合において，サービス管理責任者は，第２１条の３第１項の地域移行等意向確認担

当者（以下「地域移行等意向確認担当者」という。）が把握した利用者の地域生活への移行

に関する意向等を踏まえるものとする。

第２０条第１０項中「第７項」を「第８項」に，「第８項」を「第９項」に改め，同項を同

条第１１項とし，同条中第９項を第１０項とし，第８項を第９項とし，同条第７項中「利用

者」を「利用者及び当該利用者に対して指定計画相談支援（法第５１条の１７第２項に規定す

る指定計画相談支援をいう。）を行う者」に改め，同項を同条第８項とし，同条第６項中「第

４項」を「第５項」に改め，同項を同条第７項とし，同条第５項中「利用者」を「利用者及び

当該利用者」に，「担当者等」を「担当者等（地域移行等意向確認担当者を含む。）」に，

「開催し」を「開催し，当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」に改め，

同項を同条第６項とし，同条中第４項を第５項とし，第３項を第４項とし，第２項の次に次の

１項を加える。

３ アセスメントに当たっては，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，

適切に意思決定の支援を行うため，当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁

寧に把握しなければならない。

第２１条に次の１項を加える。

２ サービス管理責任者は，業務を行うに当たっては，利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で，利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には，適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。

第２１条の次に次の２条を加える。

（地域との連携等）

第２１条の２ 障害者支援施設は，施設障害福祉サービスの提供に当たっては，地域住民又は

その自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。

２ 障害者支援施設は，施設障害福祉サービスの提供に当たっては，利用者及びその家族，地



域住民の代表者，施設障害福祉サービスについて知見を有する者並びに市町村の担当者等に

より構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）（以

下この条において「地域連携推進会議」という。）を開催し，おおむね１年に１回以上，地

域連携推進会議において，事業の運営に係る状況を報告するとともに，必要な要望，助言等

を聴く機会を設けなければならない。

３ 障害者支援施設は，前項に規定する地域連携推進会議の開催のほか，おおむね１年に１回

以上，地域連携推進会議の構成員が障害者支援施設を見学する機会を設けなければならない。

４ 障害者支援施設は，第２項の報告，要望，助言等についての記録を作成するとともに，当

該記録を公表しなければならない。

５ 前３項の規定は，障害者支援施設がその提供する施設障害福祉サービスの質に係る外部の

者による評価及び当該評価の実施状況を公表している場合には，適用しない。

６ 障害者支援施設は，地域住民に対し，提供している施設障害福祉サービス等を明らかにす

るよう努めなければならない。

７ 障害者支援施設は，地域住民との連携の下に非常災害時の避難体制の構築に努めなければ

ならない。

８ 障害者支援施設は，本市が行う成年後見制度に関する事業への参加等を通じて成年後見制

度に対する理解を深めるとともに，関係機関と連携することにより，必要に応じて成年後見

制度を利用するよう努めなければならない。

（地域移行等意向確認担当者の選任等）

第２１条の３ 障害者支援施設は，利用者の地域生活への移行に関する意向の把握，利用者の

当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用状況等の把握及び利用者の

当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向の定期的な確

認（以下この条において「地域移行等意向確認等」という。）を適切に行うため，地域移行

等意向確認等に関する指針を定めるとともに，地域移行等意向確認担当者を選任しなければ

ならない。

２ 地域移行等意向確認担当者は，前項の指針に基づき，地域移行等意向確認等を実施し，ア

セスメントの際に地域移行等意向確認等において把握又は確認した内容をサービス管理責任

者に報告するとともに，当該内容を第２０条第６項に規定する施設障害福祉サービス計画の

作成に係る会議に報告しなければならない。

３ 地域移行等意向確認担当者は，地域移行等意向確認等に当たっては，法第７７条第３項各



号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携し，

地域における障害福祉サービスの体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移行に向け

た支援を行うよう努めなければならない。

第４１条に次の２項を加える。

３ 障害者支援施設は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第

二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新型イン

フルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症

をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

４ 障害者支援施設は，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては，当該

第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ

ばならない。

第４５条を次のように改める。

第４５条 削除

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市障害者支

援施設の設備及び運営の基準に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第２１条の２

の規定の適用については，同条中「設けなければ」とあるのは「設けるよう努めなければ」

と，「公表しなければ」とあるのは「公表するよう努めなければ」とする。

３ 施行日から令和８年３月３１日までの間における改正後の条例第２１条の３の規定の適用

については，同条中「選任しなければ」とあるのは「選任するよう努めなければ」と，「報

告しなければ」とあるのは「報告するよう努めなければ」とする。



（説 明）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設

備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関

する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ５１ 号

旭川市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

旭川市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２５年旭川市条例第２６

号）の一部を次のように改正する。

第１１条第２項第３号から第５号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第１４条第５項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第２７条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め，同条第１項を次のように改める。

養護老人ホームは，入所者の病状の急変等に備えるため，あらかじめ，次の各号に掲げる

要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては，病院に限

る。）を定めておかなければならない。ただし，複数の医療機関を協力医療機関として定め

ることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常

時確保していること。

⑵ 当該養護老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を，常時確

保していること。

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において，当該養護老人ホームの医師又は協力医療機関

その他の医療機関の医師が診療を行い，入院を要すると認められた入所者の入院を原則と



して受け入れる体制を確保していること。

第２７条中第２項を第６項とし，第１項の次に次の４項を加える。

２ 養護老人ホームは，１年に１回以上，協力医療機関との間で，入所者の病状が急変した場

合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，市長に届け出なければならない。

３ 養護老人ホームは，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第

二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新型イン

フルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症

をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

４ 養護老人ホームは，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては，当該

第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ

ばならない。

５ 養護老人ホームは，入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に，当該入所者

の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び当該養護老人ホームに速やかに

入所させることができるように努めなければならない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭

川市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例第２７条第１項の規定の適用につい

ては，同項中「定めておかなければ」とあるのは，「定めておくよう努めなければ」とする。

（説 明）

養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市養護老人ホームの設

備及び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ５２ 号

旭川市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

旭川市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２５年旭川市条例第

２７号）の一部を次のように改正する。

目次中「第３３条」を「第３３条の３」に改める。

第１１条第２項第３号から第５号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第２４条の２中「医師」を「医師及び協力医療機関の協力を得て，当該医師及び当該協力医

療機関」に改め，同条に次の１項を加える。

２ 特別養護老人ホームは，前項の医師及び協力医療機関の協力を得て，１年に１回以上，緊

急時等における対応方法の見直しを行い，必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を

行わなければならない。

第２５条第２項中「第３３条の２」を「第３３条の３」に改める。

第２９条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め，同条第１項を次のように改める。

特別養護老人ホームは，入所者の病状の急変等に備えるため，あらかじめ，次の各号に掲

げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては，病院に限

る。）を定めておかなければならない。ただし，複数の医療機関を協力医療機関として定め

ることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。



⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常

時確保していること。

⑵ 当該特別養護老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を，常

時確保していること。

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において，当該特別養護老人ホームの医師又は協力医療

機関その他の医療機関の医師が診療を行い，入院を要すると認められた入所者の入院を原

則として受け入れる体制を確保していること。

第２９条中第２項を第６項とし，第１項の次に次の４項を加える。

２ 特別養護老人ホームは，１年に１回以上，協力医療機関との間で，入所者の病状が急変し

た場合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，市長に届け出なければなら

ない。

３ 特別養護老人ホームは，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において

「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新型

インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感

染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら

ない。

４ 特別養護老人ホームは，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては，

当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな

ければならない。

５ 特別養護老人ホームは，入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に，当該入

所者の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び当該特別養護老人ホームに

速やかに入所させることができるように努めなければならない。

第２章中第３３条の２の次に次の１条を加える。

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置）

第３３条の３ 特別養護老人ホームは，当該特別養護老人ホームにおける業務の効率化，介護

サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため，当該特別養護老

人ホームにおける入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす



る。）を定期的に開催しなければならない。

第４２条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型特別養護老人ホームの施設長は，ユニット型施設の管理等に係る研修を受講す

るよう努めなければならない。

第４４条中「第３３条の２」を「第３３条の３」に改める。

第５０条中「，第３３条及び第３３条の２」を「及び第３３条から第３３条の３まで」に，

「から第３３条の２」を「から第３３条の３」に改める。

第５４条中「，第３３条の２」を「から第３３条の３まで」に，「から第３３条の２」を

「から第３３条の３」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭

川市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第２９条第１項（改正後の条例第４４条，第５０条及び第５４条において準用する場

合を含む。）の規定の適用については，同項中「定めておかなければ」とあるのは，「定め

ておくよう努めなければ」とし，改正後の条例第３３条の３（改正後の条例第４４条，第

５０条及び第５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同条中「し

なければ」とあるのは，「するよう努めなければ」とする。

（説 明）

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市特別養護老人

ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ５３ 号

旭川市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

旭川市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２５年旭川市条例第２８

号）の一部を次のように改正する。

第１１条第２項第２号から第５号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第１３条第４項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第１４条第３項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録

であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３６条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第２９条中第２項を第７項とし，第１項の次に次の５項を加える。

２ 軽費老人ホームは，前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては，次に掲げる

要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならない。

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常

時確保していること。

⑵ 当該軽費老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を，常時確



保していること。

３ 軽費老人ホームは，１年に１回以上，協力医療機関との間で，入所者の病状が急変した場

合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，市長に届け出なければならない。

４ 軽費老人ホームは，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第

二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新型イン

フルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症

をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

５ 軽費老人ホームは，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては，当該

第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ

ばならない。

６ 軽費老人ホームは，入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に，当該入所者

の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び当該軽費老人ホームに速やかに

入所させることができるように努めなければならない。

第３０条第１項中「重要事項」を「重要事項（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に，「同項」を「前項」

に改め，同条に次の１項を加える。

３ 軽費老人ホームは，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。

第３６条第１項中「作成，交付」を「作成」に，「（電子的方式，磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。）により」を「により」に改める。

附則第６条第５項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，第１４条の改正規定及び第３６条

の改正規定（「作成，交付」を「作成」に改める部分を除く。）は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭

川市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（以下「改正後の条例」という。）



第３０条第３項（改正後の条例附則第１０条において準用する場合を含む。）の規定の適用

については，同項中「軽費老人ホームは，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。」とあるのは，「削除」とする。

（説 明）

軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市軽費老人ホームの設

備及び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ５４ 号

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定について

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例

（旭川市国民健康保険条例の一部改正）

第１条 旭川市国民健康保険条例（昭和３４年旭川市条例第５号）の一部を次のように改正す

る。

第８条の４の見出しを「（基礎賦課総額）」に改め，同条中「うち法附則第７条第１項に

規定する退職被保険者等（以下「退職被保険者等」という。）以外の被保険者（以下「一般

被保険者」という。）に係る」を「うち」に改め，同条第１号ア中「費用（一般被保険者に

係るものに限る。）」を「費用」に改め，同号イ中「附則第２２条」を「附則第７条」に，

「北海道が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り，北海道」を「北海道」に改

め，同号カ中「額（退職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る

一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費，入院時生活療養費，保険外

併用療養費，療養費，訪問看護療養費，特別療養費，移送費，高額療養費及び高額介護合算

療養費の支給に要する費用の額並びに北海道が行う国民健康保険の一般被保険者に係る」を

「額（」に，「及び退職被保険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用の

額を除く」を「を除く」に改め，同条第２号イ中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め，

同号ウ及びエを次のように改める。

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金の額

エ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費用を

除く。）のための収入（法第７２条の３第１項，第７２条の３の２第１項及び第７２



条の３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額

第９条の見出しを「（基礎賦課額）」に改め，同条中「うち一般被保険者に係る」を「う

ち」に，「属する一般被保険者」を「属する被保険者」に，「（一般被保険者と退職被保険

者等とが同一の世帯に属する場合には，当該世帯を一般被保険者の属する世帯とみなして算

定した世帯別平等割額）の合計額」を「の合計額」に改める。

第１０条の見出しを「（基礎賦課額の所得割額）」に改め，同条第１項中「一般被保険

者」を「被保険者」に改める。

第１２条の見出し及び同条第１項中「一般被保険者に係る基礎賦課額」を「基礎賦課額」

に改め，同項第２号及び第３号中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。

第１２条の２から第１２条の５までを次のように改める。

第１２条の２から第１２条の５まで 削除

第１２条の５の２を削る。

第１２条の６を次のように改める。

（基礎賦課限度額）

第１２条の６ 第９条の基礎賦課額は，６５万円を超えることができない。

第１２条の６の２の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課総額）」に改め，同条中「うち

一般被保険者に係る」を「うち」に改め，同条第１号中「部分であつて，北海道が行う国民

健康保険の一般被保険者に係るもの」を「部分」に改め，同条第２号ア中「附則第２２条」

を「附則第７条」に改め，同号イ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた法」

を「法」に改める。

第１２条の６の３の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額）」に改め，同条中「うち一

般被保険者に係る」を「うち」に，「属する一般被保険者」を「属する被保険者」に，

「（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する場合には，当該世帯を一般被保

険者の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割額）の合計額」を「の合計額」に改める。

第１２条の６の４の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額の所得割額）」に改め，同条

中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。

第１２条の６の５の見出し及び同条第１項中「一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦

課額」を「後期高齢者支援金等賦課額」に改め，同項第１号から第３号まで中「一般被保険

者」を「被保険者」に改める。

第１２条の６の６を次のように改める。



（後期高齢者支援金等賦課限度額）

第１２条の６の６ 第１２条の６の３の後期高齢者支援金等賦課額は，２４万円を超えるこ

とができない。

第１２条の６の７から第１２条の６の１０までを削る。

第１２条の７第２号ア中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め，同号イ中「法附則第

９条第１項の規定により読み替えられた法」を「法」に改める。

第１５条第１項中「若しくは介護納付金賦課被保険者」を「，介護納付金賦課被保険者」

に，「，第１２条の２，第１２条の６の３若しくは第１２条の６の６」を「若しくは第１２

条の６の３」に，「若しくは第１２条の８の額又は」を「，第１２条の８の額，」に，「に

定める額若しくは同条第３項若しくは第４項において読み替えて準用する同条第１項各号」

を「（同条第３項又は第４項において読み替えて準用する場合を含む。次項において同

じ。）に定める額，第１７条の４第１項（同条第３項において読み替えて準用する場合を含

む。次項において同じ。）に定める第１２条の基礎賦課額の被保険者均等割額にそれぞれ

１０分の５を乗じて得た額，第１７条の４第２項第１号（同条第３項において読み替えて準

用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額又は第１７条の５第１項各号若しくは

第２項各号（これらの規定を同条第３項又は第４項において読み替えて準用する場合を含む。

次項において同じ。）」に改め，同条第２項中「第１２条の２，第１２条の６の３若しくは

第１２条の６の６の額若しくは第１２条の８の額又は」を「第１２条の６の３若しくは第

１２条の８の額，」に，「若しくは同条第３項若しくは第４項において読み替えて準用する

同条第１項各号」を「，第１７条の４第１項に定める第１２条の基礎賦課額の被保険者均等

割額にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額又は第１７条の４第２項第１号若しくは第１７条

の５第１項各号若しくは第２項各号」に改める。

第１７条第１項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条」に改め，同項第２号中「２９

万円」を「２９万５千円」に改め，同項第３号中「５３万５千円」を「５４万５千円」に改

め，同条第３項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条」に，「第１２条の６の３又は第

１２条の６の６」を「第１２条の６の３」に，「２２万円」を「２４万円」に改め，同条第

４項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条」に改める。

第１７条の４第１項及び第２項第１号中「第１２条又は第１２条の５」を「第１２条」に

改め，同条第３項中「第１２条又は第１２条の５」を「第１２条」に，「第１２条の６の５

又は第１２条の６の８」を「第１２条の６の５」に改める。



第１７条の５第１項及び第２項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条」に改め，同条

第３項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条」に，「第１２条の６の３又は第１２条の

６の６」を「第１２条の６の３」に，「２２万円」を「２４万円」に改め，同条第４項中

「第９条又は第１２条の２」を「第９条」に改める。

（旭川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 旭川市国民健康保険条例の一部を改正する条例（平成３０年旭川市条例第２５号）の

一部を次のように改正する。

附則第４項から第８項までを削る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の旭川市国民健康保険条例の規定は，令和６年度分の保険料から適

用し，令和５年度分までの保険料については，なお従前の例による。

（説 明）

国民健康保険法等の一部改正等に伴い，旭川市国民健康保険条例等の一部を改正しようとす

るものである。



６・１定 議案第 ５５ 号

旭川市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市介護保険条例の一部を改正する条例

旭川市介護保険条例（平成１２年旭川市条例第２７号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に改め，同

項第１号中「３７，１００円」を「３３，８００円」に改め，同項第２号中「４５，３００

円」を「４１，６００円」に改め，同項第３号中「５４，２００円」を「５０，９００円」に

改め，同項第６号イ，第７号イ及び第８号イ中「又は第１２号イ」を「，第１２号イ，第１３

号イ又は第１４号イ」に改め，同項第９号中「１１８，８００円」を「１２６，３００円」に

改め，同号ア中「４００万円」を「４２０万円」に改め，同号イ中「又は第１２号イ」を

「，第１２号イ，第１３号イ又は第１４号イ」に改め，同項第１０号中「１３３，７００円」

を「１４１，１００円」に改め，同号ア中「４００万円以上６００万円」を「４２０万円以上

５２０万円」に改め，同号イ中「又は第１２号イ」を「，第１２号イ，第１３号イ又は第１４

号イ」に改め，同項第１１号ア中「６００万円以上８００万円」を「５２０万円以上６２０万

円」に改め，同号イ中「又は次号イ」を「，次号イ，第１３号イ又は第１４号イ」に改め，同

項第１２号中「１７０，８００円」を「１６３，４００円」に改め，同号ア中「８００万円以

上１，０００万円」を「６２０万円以上７２０万円」に改め，同号イ中「に該当」を「，次号

イ又は第１４号イに該当」に改め，同項第１３号中「１８５，７００円」を「２２２，８００

円」に改め，同号を同項第１５号とし，同項第１２号の次に次の２号を加える。

⒀ 次のいずれかに該当する者 １７０，８００円

ア 合計所得金額が７２０万円以上８２０万円未満である者であり，かつ，前各号のいず



れにも該当しないもの

イ 要保護者であって，その者が課される保険料の額についてこの号の区分による額を適

用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（⑴に

係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。）

⒁ 次のいずれかに該当する者 １９３，１００円

ア 合計所得金額が８２０万円以上１，０００万円未満である者であり，かつ，前各号の

いずれにも該当しないもの

イ 要保護者であって，その者が課される保険料の額についてこの号の区分による額を適

用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（⑴に

係る部分を除く。）に該当する者を除く。）

第３条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に改め，同

項第１号中「２２，３００円」を「２１，２００円」に改める。

第５条第３項中「若しくは第１２号イ」を「，第１２号イ，第１３号イ若しくは第１４号

イ」に，「第１２号まで」を「第１４号まで」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の旭川市介護保険条例の規定は，令和６年度分の保険料から適用し，

令和５年度分までの保険料については，なお従前の例による。

（説 明）

保険料率を変更する等のために，旭川市介護保険条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ５６ 号

旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例等の一部を改

正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例等の一部を改正する条例

（旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部改正）

第１条 旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（平成

２５年旭川市条例第２９号）の一部を次のように改正する。

第７条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第９条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録

（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第２７９条第１項

において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第２４条中第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号の次に次の２号を加える。

⑶ 指定訪問介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。



第３４条第１項中「重要事項」を「重要事項（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に，「同項」を「前

項」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 指定訪問介護事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければならな

い。

第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規

定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第２４条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第４５条ただし書及び第５１条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第５５条中第５号を第７号とし，第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号の次

に次の２号を加える。

⑶ 指定訪問入浴介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第５９条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同条第４号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号中「に規定する」を「の規

定による」に改め，同号を同項第３号とし，同項第１号の次に次の１号を加える。

⑵ 第５５条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第６２条ただし書及び第１０２条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改め

る。

第１０６条中第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号の次に次の２号を加える。

⑶ 指定通所介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状



況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第１１４条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第５号中「に

規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を

「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第１０６条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第１１７条中「同項第３号」を「同項第４号」に，「同項第４号」を「同項第５号」に改

める。

第１３５条ただし書及び第１５１条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改

める。

第１５７条第４項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束

等」という。）」を「身体的拘束等」に改め，同条中第６項を第７項とし，第５項の次に次

の１項を加える。

６ 指定短期入所生活介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に掲げる措置を

講じなければならない。

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果につい

て，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。

第１６８条の次に次の１条を加える。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置）

第１６８条の２ 指定短期入所生活介護事業者は，当該指定短期入所生活介護事業所におけ

る業務の効率化，介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図

るため，当該指定短期入所生活介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質

の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。



第１６９条第２項第２号から第６号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第１７６条中第８項を第９項とし，第７項の次に次の１項を加える。

８ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に掲

げる措置を講じなければならない。

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果につい

て，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。

第１８１条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型指定短期入所生活介護事業所の管理者は，ユニット型施設の管理等に係る研

修を受講するよう努めなければならない。

第１８３条の３中「と，第３４条第１項」を「」と，第３４条第１項」に改める。

第１８６条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第１９２条第１項第２号を削り，同項第３号中「診療所（前号に該当するものを除

く。）」を「診療所」に改め，同号を同項第２号とし，同項第４号中「前２号」を「前号」

に，「及び入院患者の」を「の」に改め，同号を同項第３号とし，同項第５号を同項第４号

とする。

第１９３条第１項第２号を削り，同項第３号中「診療所（指定介護療養型医療施設である

ものを除く。）」を「診療所」に改め，同号を同項第２号とし，同項中第４号を第３号とし，

第５号を第４号とし，同条第２項中「前項第３号及び第４号」を「前項第２号及び第３号」

に改める。

第１９４条中「病室，」を「病室又は」に，「病室又は病院の老人性認知症疾患療養病棟

（健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力

を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第４条第２項に規定

する病床により構成される病棟をいう。以下同じ。）」を「病室」に改める。

第１９６条中第６項を第７項とし，第５項の次に次の１項を加える。

６ 指定短期入所療養介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に掲げる措置を

講じなければならない。



⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果につい

て，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。

第２０４条第２号中「若しくは診療所又は老人性認知症疾患療養病棟を有する病院」を

「又は診療所」に，「又は老人性認知症疾患療養病棟に係る」を「に係る」に改める。

第２０５条第２項第２号から第６号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第２０６条中「及び第１６８条」を「，第１６８条及び第１６８条の２」に改める。

第２０９条第１項中「ユニット型指定短期入所療養介護の」を「介護老人保健施設である

ユニット型指定短期入所療養介護の」に，「次のとおり」を「法に規定する介護老人保健施

設として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護老人保健施設に関するものに限る。）

を有すること」に改め，同項各号を削り，同条第２項中「第１９４条第１項に規定する設

備」を「第１９４条第１項から第４項までに規定する設備」に，「前項」を「前各項」に改

め，同項を同条第５項とし，同条第１項の次に次の３項を加える。

２ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基

準は，次に掲げる設備を有することとする。

⑴ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所は，ユニット及

び浴室を有しなければならない。

⑵ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所のユニット，廊

下，機能訓練室及び浴室については，次の基準を満たさなければならない。

ア ユニット

(ｱ) 病室

ａ 一の病室の定員は，１人とすること。ただし，利用者への指定短期入所療養介

護の提供上必要と認められる場合は，２人とすることができること。

ｂ 病室は，いずれかのユニットに属するものとし，当該ユニットの共同生活室に

近接して一体的に設けること。ただし，一のユニットの利用者の定員は，原則と

しておおむね１０人以下とし，１５人を超えないものとすること。

ｃ 一の病室の床面積等は，１０．６５平方メートル以上とすること。ただし，ａ



ただし書の場合にあっては，２１．３平方メートル以上とすること。

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

(ｲ) 共同生活室

ａ 共同生活室は，いずれかのユニットに属するものとし，当該ユニットの利用者

が交流し，共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。

ｂ 一の共同生活室の床面積は，２平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ

トの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。

(ｳ) 洗面設備

ａ 病室ごとに設けること，又は共同生活室ごとに適当数設けること。

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。

(ｴ) 便所

ａ 病室ごとに設けること，又は共同生活室ごとに適当数設けること。

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに，身体の不自由な者が使用する

のに適したものとすること。

イ 廊下幅 １．８メートル以上とすること。ただし，中廊下の幅は，２．７メートル

以上とすること。

ウ 機能訓練室 内法による測定で４０平方メートル以上の床面積を有し，必要な器械

及び器具を備えること。

エ 浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は，専ら当該ユニット型指定短期入所療養介護事業所

の用に供するものでなければならない。ただし，利用者に対する指定短期入所療養介護

の提供に支障がない場合は，この限りでない。

⑷ 第２号ア(ｲ)の共同生活室は，医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第２１

条第３号に規定する食堂とみなす。

⑸ 前各号に規定するもののほか，療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所

療養介護事業所は，消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けることとする。

３ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する

基準は，次に掲げる設備を有することとする。

⑴ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所は，ユニット



及び浴室を有しなければならない。

⑵ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所のユニット，

廊下，機能訓練室及び浴室については，次の基準を満たさなければならない。

ア ユニット

(ｱ) 病室

ａ 一の病室の定員は，１人とすること。ただし，利用者への指定短期入所療養介

護の提供上必要と認められる場合は，２人とすることができること。

ｂ 病室は，いずれかのユニットに属するものとし，当該ユニットの共同生活室に

近接して一体的に設けること。ただし，一のユニットの利用者の定員は，原則と

しておおむね１０人以下とし，１５人を超えないものとすること。

ｃ 一の病室の床面積等は，１０．６５平方メートル以上とすること。ただし，ａ

ただし書の場合にあっては，２１．３平方メートル以上とすること。

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

(ｲ) 共同生活室

ａ 共同生活室は，いずれかのユニットに属するものとし，当該ユニットの利用者

が交流し，共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。

ｂ 一の共同生活室の床面積は，２平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ

トの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。

(ｳ) 洗面設備

ａ 病室ごとに設けること，又は共同生活室ごとに適当数設けること。

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。

(ｴ) 便所

ａ 病室ごとに設けること，又は共同生活室ごとに適当数設けること。

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに，身体の不自由な者が使用する

のに適したものとすること。

イ 廊下幅 １．８メートル以上とすること。ただし，中廊下の幅は，２．７メートル

以上とすること。

ウ 機能訓練室 機能訓練を行うために十分な広さを有し，必要な器械及び器具を備え

ること。



エ 浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は，専ら当該ユニット型指定短期入所療養介護事業所

の用に供するものでなければならない。ただし，利用者に対する指定短期入所療養介護

の提供に支障がない場合は，この限りでない。

⑷ 第２号ア(ｲ)の共同生活室は，医療法施行規則第２１条の４において準用する同令第

２１条第３号に規定する食堂とみなす。

⑸ 前各号に規定するもののほか，療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入

所療養介護事業所は，消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けることとす

る。

４ 介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基準は，法に

規定する介護医療院として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護医療院に関するも

のに限る。）を有することとする。

第２１１条中第８項を第９項とし，第７項の次に次の１項を加える。

８ ユニット型指定短期入所療養介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に掲

げる措置を講じなければならない。

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果につい

て，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。

第２１６条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型指定短期入所療養介護事業所の管理者は，ユニット型施設の管理等に係る研

修を受講するよう努めなければならない。

第２１７条中第２号を削り，第３号を第２号とする。

第２２０条に次の１項を加える。

９ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア及び第２項第２号ア

の規定の適用については，これらの規定中「１以上」とあるのは，「０．９以上」とする。

⑴ 第２３９条において準用する第１６８条の２に規定する委員会において，利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲



げる事項について必要な検討を行い，及び当該事項の実施を定期的に確認していること。

ア 利用者の安全及びケアの質の確保

イ 特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮

ウ 緊急時の体制整備

エ 業務の効率化，介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介護機

器」という。）の定期的な点検

オ 特定施設従業者に対する研修

⑵ 介護機器を複数種類活用していること。

⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため，特定施

設従業者間の適切な役割分担を行っていること。

⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組による介

護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。

第２２１条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第２３０条の次に次の１条を加える。

（口腔衛生の管理）

第２３０条の２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は，利用者の口腔の健康の保持を図り，

自立した日常生活を営むことができるよう，口腔衛生の管理体制を整備し，各利用者の状

態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。

第２３６条中第２項を第７項とし，第１項の次に次の５項を加える。

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は，前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当

たっては，次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならない。

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，

常時確保していること。

⑵ 当該指定特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった場合において診療

を行う体制を，常時確保していること。

３ 指定特定施設入居者生活介護事業者は，１年に１回以上，協力医療機関との間で，利用

者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，市長に

届け出なければならない。

４ 指定特定施設入居者生活介護事業者は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療



機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条

第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同

条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決め

るように努めなければならない。

５ 指定特定施設入居者生活介護事業者は，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である

場合においては，当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応に

ついて協議を行わなければならない。

６ 指定特定施設入居者生活介護事業者は，利用者が協力医療機関その他の医療機関に入院

した後に，当該利用者の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び当該指

定特定施設に速やかに入居させることができるように努めなければならない。

第２３８条第２項第２号から第７号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第２３９条中「及び第１６１条」を「，第１６１条及び第１６８条の２」に改める。

第２４３条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第２４９条第２項第２号から第９号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第２５２条第１項中「介護保険法施行令」を「介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号）」に改める。

第２５３条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第２５７条中第６号を第９号とし，第５号を第８号とし，第４号を第５号とし，同号の次

に次の２号を加える。

⑹ 指定福祉用具貸与の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑺ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第２５７条中第３号を第４号とし，第２号を第３号とし，第１号の次に次の１号を加える。

⑵ 法第８条第１２項に規定する厚生労働大臣が定める福祉用具及び同条第１３項に規定

する特定福祉用具のいずれにも該当する福祉用具（以下「対象福祉用具」という。）に

係る指定福祉用具貸与の提供に当たっては，利用者が指定福祉用具貸与又は指定特定福

祉用具販売のいずれかを選択できることについて十分な説明を行った上で，利用者の当

該選択に当たって必要な情報を提供するとともに，医師，理学療法士，作業療法士，言

語聴覚士，居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等（法第８条第２４



項に規定する指定居宅サービス等をいう。）の担当者その他の関係者の意見及び利用者

の身体の状況等を踏まえ，提案を行うものとする。

第２５８条第１項中「内容」を「内容，福祉用具貸与計画の実施状況の把握（以下この条

において「モニタリング」という。）を行う時期」に改め，同条第６項を同条第８項とし，

同条第５項中「福祉用具貸与計画の作成後，当該福祉用具貸与計画の実施状況の把握を行

い」を「モニタリングの結果を踏まえ」に改め，同項を同条第７項とし，同条第４項の次に

次の２項を加える。

５ 福祉用具専門相談員は，福祉用具貸与計画の作成後，モニタリングを行うものとする。

ただし，対象福祉用具に係る指定福祉用具貸与の提供に当たっては，福祉用具貸与計画に

基づくサービス提供の開始時から６月以内に少なくとも１回モニタリングを行い，その継

続の必要性について検討を行うものとする。

６ 福祉用具専門相談員は，モニタリングの結果を記録し，当該記録をサービスの提供に係

る居宅サービス計画を作成した指定居宅介護支援事業者に報告しなければならない。

第２６３条第１項中「重要事項」を「重要事項（以下この条において単に「重要事項」と

いう。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に，「同項」を

「前項」に改め，同条中第３項を第４項とし，第２項の次に次の１項を加える。

３ 指定福祉用具貸与事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。

第２６４条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第６号中「に

規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第７号とし，同項第５号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」を

「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規定

による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第２５７条第７号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第２６５条及び第２６７条中「第１０９条第１項，第２項及び第４項中「通所介護従業

者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と，同条第２項」を「第１０９条第２項」に，「利

用」と」を「利用」と，同条第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談

員」と」に改める。

第２７０条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。



第２７５条中第４号を第８号とし，第３号を第４号とし，同号の次に次の３号を加える。

⑸ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては，利用者等からの要請

等に応じて，販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努めるとともに，必要な場合

は，使用方法の指導，修理等を行うよう努めるものとする。

⑹ 指定特定福祉用具販売の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑺ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第２７５条中第２号を第３号とし，第１号の次に次の１号を加える。

⑵ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては，利用者が指定福祉用

具貸与又は指定特定福祉用具販売のいずれかを選択できることについて十分な説明を

行った上で，利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供するとともに，医師，理学

療法士，作業療法士，言語聴覚士，居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サー

ビス等（法第８条第２４項に規定する指定居宅サービス等をいう。）の担当者その他の

関係者の意見及び利用者の身体の状況等を踏まえ，提案を行うものとする。

第２７６条に次の１項を加える。

５ 福祉用具専門相談員は，対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては，

特定福祉用具販売計画の作成後，当該特定福祉用具販売計画に記載した目標の達成状況の

確認を行うものとする。

第２７７条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第５号中「に

規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を

「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第２７５条第７号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第２７８条中「第１０９条第１項，第２項及び第４項中「通所介護従業者」とあるのは

「福祉用具専門相談員」と，同条第２項」を「第１０９条第２項」に，「利用」と」を「利

用」と，同条第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と」に改める。

第２７９条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものを



いう。）により」を「により」に改める。

第２条 旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部

を次のように改正する。

第６７条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第７３条中第５号を第７号とし，第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号の次

に次の２号を加える。

⑶ 指定訪問看護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第７９条第２項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第７号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第８号とし，同項第６号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第７号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規

定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号の次に次の１号を加える。

⑸ 第７３条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第８２条第３項中「第８１条第１項に規定する人員」を「第８１条第１項から第３項まで

に規定する人員」に，「，第１項」を「，前３項」に改め，同項を同条第４項とし，同条第

２項の次に次の１項を加える。

３ 指定訪問リハビリテーション事業所が法第７２条第１項の規定により法第４１条第１項

本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院である場合につい

ては，旭川市介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平

成２５年旭川市条例第３４号。以下「介護老人保健施設基準条例」という。）第４条又は

旭川市介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平成３０年旭川

市条例第９号。以下「介護医療院基準条例」という。）第４条に規定する人員に関する基

準を満たすことをもって，前項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。

第８６条中第５号を第７号とし，第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号の次

に次の２号を加える。

⑶ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはなら



ない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第８７条第５項中「第４項」を「第５項」に改め，同項を同条第６項とし，同条中第４項

を第５項とし，第３項の次に次の１項を加える。

４ 医師及び理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士は，リハビリテーションを受けていた

医療機関から退院した利用者に係る訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては，当

該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により，当該利用者に係るリハビ

リテーションの情報を把握しなければならない。

第８９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規

定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第８６条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第９６条第１項中第７号を第９号とし，第４号から第６号までを２号ずつ繰り下げ，第３

号の次に次の２号を加える。

⑷ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑸ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第９６条第２項中第７号を第９号とし，第３号から第６号までを２号ずつ繰り下げ，第２

号の次に次の２号を加える。

⑶ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第９６条第３項中第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号の次に次の２号を加

える。

⑶ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は



身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第９８条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第４号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号中「に規定する」を「の規

定による」に改め，同号を同項第３号とし，同項第１号の次に次の１号を加える。

⑵ 第９６条第１項第５号，第２項第４号及び第３項第４号の規定による身体的拘束等の

態様及び時間，その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第１３９条第４項中「第３項」を「第４項」に，「前３項」を「前各項」に改め，同項を

同条第５項とし，同条第３項の次に次の１項を加える。

４ 指定通所リハビリテーション事業所が法第７２条第１項の規定により法第４１条第１項

本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院である場合につい

ては，介護老人保健施設基準条例第４条又は介護医療院基準条例第４条に規定する人員に

関する基準を満たすことをもって，前項に規定する基準を満たしているものとみなすこと

ができる。

第１４２条中第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号の次に次の２号を加える。

⑶ 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはなら

ない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第１４３条第６項中「第４項」を「第５項」に改め，同項を同条第７項とし，同条中第５

項を第６項とし，第４項を第５項とし，第３項の次に次の１項を加える。

４ 医師等の従業者は，リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した利用者に係

る通所リハビリテーション計画の作成に当たっては，当該医療機関が作成したリハビリ

テーション実施計画書等により，当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しな

ければならない。

第１４７条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第５号中「に

規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定す



る」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を

「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第１４２条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第１９３条第１項第１号中「旭川市介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営の

基準に関する条例（平成２５年旭川市条例第３４号）」を「介護老人保健施設基準条例」に

改め，同項第４号中「旭川市介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条

例（平成３０年旭川市条例第９号）」を「介護医療院基準条例」に改める。

（旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改

正する条例の一部改正）

第３条 旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部

を改正する条例（令和３年旭川市条例第２２号）の一部を次のように改正する。

附則第２項を次のように改める。

（経過措置）

２ 施行日から令和９年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市指定居

宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（以下「改正後の条例」

という。）第３条第３項（改正後の条例第９２条第１項に規定する指定居宅療養管理指導

事業者に適用される場合に限る。）及び第４０条の２（改正後の条例第９９条において準

用する場合に限る。）の規定の適用については，これらの規定中「講じなければ」とある

のは，「講じるよう努めなければ」とし，改正後の条例第３２条の２（改正後の条例第

９９条において準用する場合に限る。）の規定の適用については，同条中「講じなけれ

ば」とあるのは「講じるよう努めなければ」と，「実施しなければ」とあるのは「実施す

るよう努めなければ」と，「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるものとする」

とし，改正後の条例第９７条の規定の適用については，同条中「，次に」とあるのは「，

虐待の防止のための措置に関する事項に関する規程を決めておくよう努めるとともに，次

に」と，「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除

く。）」とする。

附 則

（施行期日）



１ この条例は，令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第１

条中旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例第９条，

第１８３条の３及び第２７９条の改正規定は公布の日から，第２条の規定は同年６月１日か

ら施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間における第１条の規定による改正後の旭川市指定

居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（以下「改正後の条例」

という。）第３４条第３項（改正後の条例第４３条の３，第４８条，第６０条，第６４条，

第８０条，第９０条，第９９条，第１１５条，第１１７条，第１３７条，第１４８条，第

１７０条（改正後の条例第１８３条において準用する場合を含む。），第１８３条の３，第

１９０条，第２０６条（改正後の条例第２１８条において準用する場合を含む。），第

２３９条及び第２５０条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同項中

「指定訪問介護事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければならな

い。」とあるのは，「削除」とし，改正後の条例第１５７条第６項（改正後の条例第１８３

条の３及び第１９０条において準用する場合を含む。），第１７６条第８項，第１９６条第

６項及び第２１１条第８項の規定の適用については，これらの規定中「講じなければ」とあ

るのは，「講じるよう努めなければ」とし，改正後の条例第２６３条第３項（改正後の条例

第２６７条及び第２７８条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同項

中「指定福祉用具貸与事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。」とあるのは，「削除」とする。

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間における改正後の条例第１６８条の２（改正後の

条例第１８３条，第１８３条の３，第１９０条，第２０６条（改正後の条例第２１８条にお

いて準用する場合を含む。）及び第２３９条において準用する場合を含む。）の規定の適用

については，同条中「しなければ」とあるのは，「するよう努めなければ」とし，改正後の

条例第２３０条の２の規定の適用については，同条中「行わなければ」とあるのは，「行う

よう努めなければ」とする。



（説 明）

指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準等の一部改正等に伴い，旭川

市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例等の一部を改正しよ

うとするものである。



６・１定 議案第 ５７ 号

旭川市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営の

基準等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を

改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営の

基準等に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（平成

２５年旭川市条例第３０号）の一部を次のように改正する。

第４条中「第１７条の１２」を「第６４条第１号ハ」に改める。

第７条第５項第５号中「第６７条」を「第６７条第１項」に改め，同項中第１１号を削り，

第１２号を第１１号とし，同条第６項ただし書中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所」を「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」に，「施設」を「敷地」に改める。

第８条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第１０条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録

であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第２０７条第１項において

同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第２５条中第９号を第１１号とし，第８号を第１０号とし，第７号の次に次の２号を加える。

⑻ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束その他利用



者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。

⑼ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第３５条第１項中「重要事項」を「重要事項（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に，「同項」を「前

項」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，原則として，重要事項をウェブサイト

に掲載しなければならない。

第４３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第４号中「第２７

条第１１項」を「第２７条第１０項」に改め，同項第７号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め，同号を同項第８号とし，同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め，

同号を同項第７号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項

第６号とし，同項第４号の次に次の１号を加える。

⑸ 第２５条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第４９条第３項ただし書中「夜間対応型訪問介護事業所」を「指定夜間対応型訪問介護事業

所」に改め，同条第４項中第１１号を削り，第１２号を第１１号とし，同条第５項ただし書及

び第６項中「夜間対応型訪問介護事業所」を「指定夜間対応型訪問介護事業所」に改める。

第５０条ただし書中「同一敷地内の他の」を「他の」に改める。

第５３条中第７号を第９号とし，第６号を第８号とし，第５号を第７号とし，第４号の次に

次の２号を加える。

⑸ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第６０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第５号中「に規定

する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」を

「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第５３条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の状



況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第６１条の４ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第６１条の９中第６号を第８号とし，第５号を第７号とし，第４号の次に次の２号を加える。

⑸ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第６１条の２０第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項中第６号を

第７号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，

同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の

１号を加える。

⑶ 第６１条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第６１条の２１の３中「同項第３号」を「同項第４号」に，「同項第４号」を「同項第５

号」に改める。

第６１条の２５第１項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第６１条の３１中第５号を第７号とし，第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号

の次に次の２号を加える。

⑶ 指定療養通所介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第６１条の３８第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項中第７号を

第８号とし，同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第７号とし，

同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号の次に次の

１号を加える。

⑷ 第６１条の３１第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録



第６４条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第６７条第２項中「指定介護療養型医療施設」を「健康保険法等の一部を改正する法律（平

成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指

定介護療養型医療施設」に改める。

第６８条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第７２条中第６号を第８号とし，第５号を第７号とし，第４号の次に次の２号を加える。

⑸ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第７３条第１項中「この条及び次条」を「この条」に改める。

第８２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項中第６号を第７号

とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項

第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中

「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１

号を加える。

⑶ 第７２条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第８５条第６項の表中「，指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）又は」を「又

は」に改める。

第８６条第１項ただし書中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項

の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されて

いる場合の項中欄に掲げる施設等の職務，同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が，指定夜間対応型訪問

介護事業者，指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け，一体的な運営

を行っている場合には，これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１

項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援

事業を除く。）」を「他の事業所，施設等の職務」に改め，同条第３項中「及び」を「，第

１９６条第３項及び」に改める。



第９５条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」

という。）」を「身体的拘束等」に改め，同条第６号中「前項」を「前号」に改め，同条中第

８号を第９号とし，第７号を第８号とし，第６号の次に次の１号を加える。

⑺ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に掲げる

措置を講じなければならない。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果につい

て，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。

第１０９条の次に次の１条を加える。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置）

第１０９条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は，当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所における業務の効率化，介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の

促進を図るため，当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護

サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。

第１１０条第２項第３号から第７号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第１１４条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の事業所，施設等若しくは併設する指定

小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」を「他の事

業所，施設等」に改める。

第１２４条ただし書中「これらの事業所，施設等が同一敷地内にあること等により当該」を

「当該」に改める。

第１２８条中第３項を第８項とし，第２項を第７項とし，第１項の次に次の５項を加える。

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当

たっては，次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならない。

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常

時確保していること。



⑵ 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合において診療

を行う体制を，常時確保していること。

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，１年に１回以上，協力医療機関との間で，利用

者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，市長に届

け出なければならない。

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機

関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定

する新型インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定

する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら

ない。

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である

場合においては，当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければならない。

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，利用者が協力医療機関その他の医療機関に入院

した後に，当該利用者の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び当該指定

認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができるように努めなければな

らない。

第１３０条第２項第２号から第６号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第１３１条中「第６１条の１７第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「介護従業者」と，第６１条の１８第１項から」を「第６１条の１８第１項から」に，

「並びに第１０７条」を「，第１０７条並びに第１０９条の２」に改める。

第１３３条第７項中第２号を削り，第３号を第２号とし，同条に次の１項を加える。

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定の適用につい

ては，当該規定中「１」とあるのは，「０．９」とする。

⑴ 第１５２条において準用する第１０９条の２に規定する委員会において，利用者の安全

並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲げる

事項について必要な検討を行い，及び当該事項の実施を定期的に確認していること。

ア 利用者の安全及びケアの質の確保

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮



ウ 緊急時の体制整備

エ 業務の効率化，介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介護機器」

という。）の定期的な点検

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修

⑵ 介護機器を複数種類活用していること。

⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため，地域密着

型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。

⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組による介護

サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。

第１３４条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第１５０条中第２項を第７項とし，第１項の次に次の５項を加える。

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，前項の規定に基づき協力医療機関を定

めるに当たっては，次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければなら

ない。

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常

時確保していること。

⑵ 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を，常時確保していること。

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，１年に１回以上，協力医療機関との間

で，利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，

市長に届け出なければならない。

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，第二種協定指定医療機関との間で，新

興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，協力医療機関が第二種協定指定医療機

関である場合においては，当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に，当該利用者の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び

当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることができるように努めなければならな

い。



第１５１条第２項第２号から第７号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第１５２条中「第６１条の１７第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「地域密着型特定施設従業者」と，第６１条の１８第１項から」を「第６１条の１８

第１項から」に，「並びに第１０２条」を「，第１０２条並びに第１０９条の２」に改める。

第１５５条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に，「限る。）又は介護支援専門員（指

定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を「限る。）」に改める。

第１５６条第１項第６号中「医療法」を「医療法（昭和２３年法律第２０５号）」に改める。

第１６９条の２中「医師」を「医師及び協力医療機関の協力を得て，当該医師及び当該協力

医療機関」に改め，同条に次の１項を加える。

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，前項の医師及び協力医療機関の協力を得て，１年に

１回以上，緊急時等における対応方法の見直しを行い，必要に応じて緊急時等における対応

方法の変更を行わなければならない。

第１７０条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第１７１条第５号及び第６号中「に規定する」を「の規定による」に，「を記録する」を

「の記録を行う」に改め，同条第７号中「に規定する」を「の規定による」に，「記録する」

を「の記録を行う」に改める。

第１７６条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め，同条第１項を次のように改める。

指定地域密着型介護老人福祉施設は，入所者の病状の急変等に備えるため，あらかじめ，

次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあって

は，病院に限る。）を定めておかなければならない。ただし，複数の医療機関を協力医療機

関として定めることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常

時確保していること。

⑵ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において診療を行

う体制を，常時確保していること。

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において，当該指定地域密着型介護老人福祉施設の医師

又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い，入院を要すると認められた入所

者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

第１７６条中第２項を第６項とし，第１項の次に次の４項を加える。

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，１年に１回以上，協力医療機関との間で，入所者の



病状が急変した場合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，市長に届け出

なければならない。

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発

生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合

においては，当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について

協議を行わなければならない。

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した

後に，当該入所者の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び当該指定地域

密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるように努めなければならない。

第１８０条第２項第２号から第６号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第１８１条中「第６１条の１６並びに」を「第６１条の１６，」に，「第６項」を「第６項

並びに第１０９条の２」に改める。

第１９１条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は，ユニット型施設の管理等に係る

研修を受講するよう努めなければならない。

第１９３条中「第６項」を「第６項，第１０９条の２」に改める。

第１９５条第７項中第４号を削り，第５号を第４号とする。

第１９６条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の事業所，施設等若しくは当該指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる」を「他の事業所，」に改

める。

第２０１条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において，又はサービス

の拠点に通わせ，若しくは短期間宿泊させ，日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養上の世

話又は必要な診療の補助を」に改め，同条中第１１号を第１２号とし，第７号から第１０号ま

でを１号ずつ繰り下げ，第６号の次に次の１号を加える。

⑺ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に掲

げる措置を講じなければならない。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果につい

て，看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹底を図ること。



イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定

期的に実施すること。

第２０５条第２項第３号及び第６号から第９号まで中「に規定する」を「の規定による」に

改める。

第２０６条中「及び第１０９条」を「，第１０９条及び第１０９条の２」に改める。

第２０７条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により」を「により」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第

１０条の改正規定，第１３１条の改正規定（「並びに第１０７条」を「，第１０７条並びに

第１０９条の２」に改める部分を除く。），第１５２条の改正規定（「並びに第１０２条」

を「，第１０２条並びに第１０９条の２」に改める部分を除く。）及び第２０７条の改正規

定は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市指定地域

密着型サービスの事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（以下「改正後の条例」

という。）第３５条第３項（改正後の条例第６１条，第６１条の２１，第６１条の２１の３，

第６１条の３９，第８３条，第１１１条，第１３１条，第１５２条，第１８１条，第１９３

条及び第２０６条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同項中「指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載

しなければならない。」とあるのは，「削除」とし，改正後の条例第９５条第７号及び第

２０１条第７号の規定の適用については，これらの規定中「講じなければ」とあるのは，

「講じるよう努めなければ」とする。

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間における改正後の条例第１０９条の２（改正後の

条例第１３１条，第１５２条，第１８１条，第１９３条及び第２０６条において準用する場

合を含む。）の規定の適用については，同条中「しなければ」とあるのは，「するよう努め



なければ」とし，改正後の条例第１７６条第１項（改正後の条例第１９３条において準用す

る場合を含む。）の規定の適用については，同項中「定めておかなければ」とあるの

は，「定めておくよう努めなければ」とする。

（説 明）

指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正等に伴い，旭

川市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正

しようとするものである。



６・１定 議案第 ５８ 号

旭川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（平成２７年旭川市

条例第２４号）の一部を次のように改正する。

第３条第４項中「地域包括支援センター」を「地域包括支援センター（以下「地域包括支援

センター」という。）」に改める。

第５条第２項中「数が３５」を「数（当該指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援事業

者の指定を併せて受け，又は法第１１５条の２３第３項の規定により地域包括支援センターの

設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて，当該指定居宅介護支援事業所におい

て指定介護予防支援を行う場合にあっては，当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の

数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。次

項において同じ。）が４４」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 前項の規定にかかわらず，指定居宅介護支援事業所が，公益社団法人国民健康保険中央会

（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設立された法人をい

う。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用

に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システム

を利用し，かつ，事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の基準は，利



用者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。

第６条第３項第２号中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第７条第２項中「あらかじめ」を「あらかじめ，利用者又はその家族に対し」に，「，前６

月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問

介護，通所介護，福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」

という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合，前６月間に当該指

定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごと

の回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提

供されたものが占める割合等」を「等」に改め，同条第８項を同条第９項とし，同条第７項各

号列記以外の部分中「第４項」を「第５項」に改め，同項第１号中「第４項各号」を「第５項

各号」に改め，同項を同条第８項とし，同条第６項中「第４項第１号」を「第５項第１号」に

改め，同項を同条第７項とし，同条中第５項を第６項とし，同条第４項中「第７項」を「第８

項」に改め，同項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録

であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３６条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め，同項を同条第５項とし，同条中第３項を第４項と

し，第２項の次に次の１項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援の提供の開始に際し，あらかじめ，利用者

又はその家族に対し，前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サー

ビス計画の総数のうちに訪問介護，通所介護，福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下

この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数

が占める割合並びに前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービ

ス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は

指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき説明を行い，理

解を得るよう努めなければならない。

第１６条第２号の次に次の２号を加える。

⑵の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束その他利用者の行動を制限す

る行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。



⑵の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第１６条第１３号の２中「若しくは歯科医師」を「等」に改め，同条第１４号ア中「１回，

利用者の居宅を訪問し」を「１回」に改め，同号中イをウとし，アの次に次のように加える。

イ アの規定による面接は，利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし，次

のいずれにも該当する場合であって，少なくとも２月に１回，利用者の居宅を訪問し，

利用者に面接するときは，利用者の居宅を訪問しない月においては，テレビ電話装置等

を活用して，利用者に面接することができるものとする。

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて，文書により利用者の同意を

得ていること。

(ｲ) サービス担当者会議等において，次に掲げる事項について主治の医師，担当者その

他の関係者の合意を得ていること。

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。

ｃ 介護支援専門員が，テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない

情報について，担当者から提供を受けること。

第１６条第２６号中「基づき，」を「基づき，地域包括支援センターの設置者である」に改

める。

第２５条第１項中「重要事項」を「重要事項（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に，「同項」を「前

項」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければなら

ない。

第３２条第２項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，

同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の

１号を加える。

⑶ 第１６条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第３６条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで



きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により」を「により」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，第７条第４項第２号及び第３６条

の改正規定は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭

川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（以下「改正後の条

例」という。）第２５条第３項（改正後の条例第３５条において準用する場合を含む。）の

規定の適用については，同項中「指定居宅介護支援事業者は，原則として，重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは，「削除」とする。

（説 明）

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市指定居宅

介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ５９ 号

旭川市指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営の基準に関する条例（平成２５年旭川市

条例第３１号）の一部を次のように改正する。

第７条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第５７条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第２５条の２中「医師」を「医師及び協力医療機関の協力を得て，当該医師及び当該協力医

療機関」に改め，同条に次の１項を加える。

２ 指定介護老人福祉施設は，前項の医師及び協力医療機関の協力を得て，１年に１回以上，

緊急時等における対応方法の見直しを行い，必要に応じて緊急時等における対応方法の変更

を行わなければならない。

第２６条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第３５条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め，同条第１項を次のように改める。

指定介護老人福祉施設は，入所者の病状の急変等に備えるため，あらかじめ，次の各号に



掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては，病院に

限る。）を定めておかなければならない。ただし，複数の医療機関を協力医療機関として定

めることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常

時確保していること。

⑵ 当該指定介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を，

常時確保していること。

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において，当該指定介護老人福祉施設の医師又は協力医

療機関その他の医療機関の医師が診療を行い，入院を要すると認められた入所者の入院を

原則として受け入れる体制を確保していること。

第３５条中第２項を第６項とし，第１項の次に次の４項を加える。

２ 指定介護老人福祉施設は，１年に１回以上，協力医療機関との間で，入所者の病状が急変

した場合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，市長に届け出なければな

らない。

３ 指定介護老人福祉施設は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項におい

て「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新

型インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新

感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければな

らない。

４ 指定介護老人福祉施設は，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては，

当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな

ければならない。

５ 指定介護老人福祉施設は，入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に，当該

入所者の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び当該指定介護老人福祉施

設に速やかに入所させることができるように努めなければならない。

第３６条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に，「重要事項」を「重要事項（以下こ

の条において単に「重要事項」という。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に，「同項」を「前項」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 指定介護老人福祉施設は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければならな



い。

第４２条の２の次に次の１条を加える。

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置）

第４２条の３ 指定介護老人福祉施設は，当該指定介護老人福祉施設における業務の効率化，

介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため，当該指定介

護老人福祉施設における入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に

資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。）を定期的に開催しなければならない。

第４４条第２項第２号から第６号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第５４条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型指定介護老人福祉施設の管理者は，ユニット型施設の管理等に係る研修を受講

するよう努めなければならない。

第５７条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により」を「により」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第７

条及び第５７条の改正規定は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市指定介護

老人福祉施設の人員，設備及び運営の基準に関する条例（以下「改正後の条例」という。）

第３６条第３項（改正後の条例第５６条において準用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては，同項中「指定介護老人福祉施設は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。」とあるのは，「削除」とする。

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間における改正後の条例第３５条第１項（改正後の

条例第５６条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同項中「定めてお

かなければ」とあるのは，「定めておくよう努めなければ」とし，改正後の条例第４２条の



３（改正後の条例第５６条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同条

中「しなければ」とあるのは，「するよう努めなければ」とする。

（説 明）

指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市指定介

護老人福祉施設の人員，設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものであ

る。



６・１定 議案第 ６０ 号

旭川市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準

等に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例等の一部を改正する条例を

次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準

等に関する条例等の一部を改正する条例

（旭川市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部改正）

第１条 旭川市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成２５年旭川

市条例第３２号）の一部を次のように改正する。

第５１条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第５２条の２第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる

方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的

記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第２６９条第

１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第５６条の４第１項中「重要事項を」を「重要事項（以下この条において単に「重要事



項」という。）を」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に，

「同項」を「前項」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。

第５７条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第４号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号中「に規定する」を「の規

定による」に改め，同号を同項第３号とし，同項第１号の次に次の１号を加える。

⑵ 第６０条第４号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）の態様及び時間，その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録

第６０条中第５号を第７号とし，第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号の次

に次の２号を加える。

⑶ 指定介護予防訪問入浴介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならな

い。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第６２条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第８８条第１号中「第５条」を「第５条第１項」に，「担当職員」を「担当職員，同条第

２項に規定する介護支援専門員」に改める。

第１３３条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第１３９条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束

等」という。）」を「身体的拘束等」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に掲げ

る措置を講じなければならない。

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果につい

て，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。



⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。

第１４２条第２項中「第５条」を「第５条第１項」に，「担当職員」を「担当職員及び同

条第２項に規定する介護支援専門員」に，「前項各号」を「同項各号」に改める。

第１４３条の次に次の１条を加える。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置）

第１４３条の２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は，当該指定介護予防短期入所生活

介護事業所における業務の効率化，介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資す

る取組の促進を図るため，当該指定介護予防短期入所生活介護事業所における利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員

会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなけ

ればならない。

第１４４条第２項第２号から第６号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第１６０条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の管理者は，ユニット型施設の管理等

に係る研修を受講するよう努めなければならない。

第１７０条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第１７６条第１項第２号を削り，同項第３号中「診療所（前号に該当するものを除

く。）」を「診療所」に改め，同号を同項第２号とし，同項第４号中「前２号」を「前号」

に，「及び入院患者の」を「の」に改め，同号を同項第３号とし，同項中第５号を第４号と

する。

第１７７条第１項第２号を削り，同項第３号中「診療所（指定介護療養型医療施設である

ものを除く。）」を「診療所」に改め，同号を同項第２号とし，同項中第４号を第３号とし，

第５号を第４号とし，同条第２項中「前項第３号及び第４号」を「前項第２号及び第３号」

に改める。

第１７８条中「，診療所」を「又は診療所」に，「病室又は病院の老人性認知症疾患療養

病棟（健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその

効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第４条第２項に

規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ。）」を「病室」に改める。



第１８０条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防短期入所療養介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に掲げ

る措置を講じなければならない。

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果につい

て，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。

第１８２条第２号中「若しくは診療所又は老人性認知症疾患療養病棟を有する病院」を

「又は診療所」に，「又は老人性認知症疾患療養病棟に係る」を「に係る」に改める。

第１８３条第２項第２号から第６号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第１８４条中「及び第１４３条」を「，第１４３条及び第１４３条の２」に改める。

第１９４条第１項中「ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の」を「介護老人保健施

設であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護の」に，「次のとおり」を「法に規定す

る介護老人保健施設として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護老人保健施設に関す

るものに限る。）を有すること」に改め，同項各号を削り，同条第２項中「第２０９条第１

項に規定する設備」を「第２０９条第１項から第４項までに規定する設備」に，「前項」を

「前各項」に改め，同項を同条第５項とし，同条第１項の次に次の３項を加える。

２ 療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備に

関する基準は，次に掲げる設備を有することとする。

⑴ 療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所は，ユ

ニット及び浴室を有しなければならない。

⑵ 療養病床を有する病院であるユニット型介護予防指定短期入所療養介護事業所のユ

ニット，廊下，機能訓練室及び浴室については，次の基準を満たさなければならない。

ア ユニット

(ｱ) 病室

ａ 一の病室の定員は，１人とすること。ただし，利用者への指定介護予防短期入

所療養介護の提供上必要と認められる場合は，２人とすることができること。

ｂ 病室は，いずれかのユニットに属するものとし，当該ユニットの共同生活室に



近接して一体的に設けること。ただし，一のユニットの利用者の定員は，原則と

しておおむね１０人以下とし，１５人を超えないものとすること。

ｃ 一の病室の床面積等は，１０．６５平方メートル以上とすること。ただし，ａ

ただし書の場合にあっては，２１．３平方メートル以上とすること。

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

(ｲ) 共同生活室

ａ 共同生活室は，いずれかのユニットに属するものとし，当該ユニットの利用者

が交流し，共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。

ｂ 一の共同生活室の床面積は，２平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ

トの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。

(ｳ) 洗面設備

ａ 病室ごとに設けること，又は共同生活室ごとに適当数設けること。

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。

(ｴ) 便所

ａ 病室ごとに設けること，又は共同生活室ごとに適当数設けること。

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに，身体の不自由な者が使用する

のに適したものとすること。

イ 廊下幅 １．８メートル以上とすること。ただし，中廊下の幅は，２．７メートル

以上とすること。

ウ 機能訓練室 内法による測定で４０平方メートル以上の床面積を有し，必要な器械

及び器具を備えること。

エ 浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は，専ら当該ユニット型指定介護予防短期入所療養介

護事業所の用に供するものでなければならない。ただし，利用者に対する指定介護予防

短期入所療養介護の提供に支障がない場合は，この限りでない。

⑷ 第２号ア(ｲ)の共同生活室は，医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第２１

条第３号に規定する食堂とみなす。

⑸ 前各号に規定するもののほか，療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防

短期入所療養介護事業所は，消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるこ



ととする。

３ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備

に関する基準は，次に掲げる設備を有することとする。

⑴ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所は，

ユニット及び浴室を有しなければならない。

⑵ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所のユ

ニット，廊下，機能訓練室及び浴室については，次の基準を満たさなければならない。

ア ユニット

(ｱ) 病室

ａ 一の病室の定員は，１人とすること。ただし，利用者への指定介護予防短期入

所療養介護の提供上必要と認められる場合は，２人とすることができること。

ｂ 病室は，いずれかのユニットに属するものとし，当該ユニットの共同生活室に

近接して一体的に設けること。ただし，一のユニットの利用者の定員は，原則と

しておおむね１０人以下とし，１５人を超えないものとすること。

ｃ 一の病室の床面積等は，１０．６５平方メートル以上とすること。ただし，ａ

ただし書の場合にあっては，２１．３平方メートル以上とすること。

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

(ｲ) 共同生活室

ａ 共同生活室は，いずれかのユニットに属するものとし，当該ユニットの利用者

が交流し，共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。

ｂ 一の共同生活室の床面積は，２平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ

トの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。

(ｳ) 洗面設備

ａ 病室ごとに設けること，又は共同生活室ごとに適当数設けること。

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。

(ｴ) 便所

ａ 病室ごとに設けること，又は共同生活室ごとに適当数設けること。

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに，身体の不自由な者が使用する

のに適したものとすること。



イ 廊下幅 １．８メートル以上とすること。ただし，中廊下の幅は，２．７メートル

以上とすること。

ウ 機能訓練室 機能訓練を行うために十分な広さを有し，必要な器械及び器具を備え

ること。

エ 浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は，専ら当該ユニット型指定介護予防短期入所療養介

護事業所の用に供するものでなければならない。ただし，利用者に対する指定介護予防

短期入所療養介護の提供に支障がない場合は，この限りでない。

⑷ 第２号ア(ｲ)の共同生活室は，医療法施行規則第２１条の４において準用する同令第

２１条第３号に規定する食堂とみなす。

⑸ 前各号に規定するもののほか，療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予

防短期入所療養介護事業所は，消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設ける

こととする。

４ 介護医療院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備に関する基準

は，法に規定する介護医療院として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護医療院に

関するものに限る。）を有することとする。

第１９７条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の管理者は，ユニット型施設の管理等

に係る研修を受講するよう努めなければならない。

第１９８条中第２号を削り，第３号を第２号とする。

第２０６条に次の１項を加える。

９ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア及び第２項第２号ア

の規定の適用については，これらの規定中「１以上」とあるのは，「０．９以上」とする。

⑴ 第２２０条において準用する第１４３条の２に規定する委員会において，利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲

げる事項について必要な検討を行い，及び当該事項の実施を定期的に確認していること。

ア 利用者の安全及びケアの質の確保

イ 介護予防特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮

ウ 緊急時の体制整備

エ 業務の効率化，介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介護機器」



という。）の定期的な点検

オ 介護予防特定施設従業者に対する研修

⑵ 介護機器を複数種類活用していること。

⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため，介護予

防特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。

⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組により介

護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。

第２０７条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第２１３条の次に次の１条を加える。

（口腔衛生の管理）

第２１３条の２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は，利用者の口腔の健康の保

持を図り，自立した日常生活を営むことができるよう，口腔衛生の管理体制を整備し，各

利用者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。

第２１７条中第２項を第７項とし，第１項の次に次の５項を加える。

２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は，前項の規定に基づき協力医療機関を定

めるに当たっては，次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければな

らない。

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，

常時確保していること。

⑵ 当該指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を，常時確保していること。

３ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は，１年に１回以上，協力医療機関との間

で，利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，

市長に届け出なければならない。

４ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は，感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定

指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染

症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染

症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を

取り決めるように努めなければならない。



５ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は，協力医療機関が第二種協定指定医療機

関である場合においては，当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等

の対応について協議を行わなければならない。

６ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は，利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に，当該利用者の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再

び当該指定介護予防特定施設に速やかに入居させることができるように努めなければなら

ない。

第２１９条第２項第２号から第７号までの中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第２２０条中「第５６条の１１まで（第５６条の９第２項を除く。）」を「第５６条の８

まで，第５６条の１０から第５６条の１１まで」に，「及び第１４２条の２」を「，第

１４２条の２及び第１４３条の２」に，「第５６条の２の２第２項，」を「第５６条の２の

２第２項，第５６条の４第１項並びに」に，「並びに第５６条の４第１項中」を「中」に，

「同項」を「第５６条の４第１項」に改める。

第２３１条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第２３６条第２項第２号から第９号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第２３７条中「第５６条の１１まで（第５６条の９第２項を除く。）」を「第５６条の８

まで，第５６条の１０から第５６条の１１まで」に，「第２１４条まで」を「第２１３条ま

で，第２１４条」に改める。

第２４１条第１項中「介護保険法施行令」を「介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号）」に改める。

第２４２条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第２４９条第１項中「重要事項を」を「重要事項（以下この条において単に「重要事項」

という。）を」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に，「同項」

を「前項」に改め，同条中第３項を第４項とし，第２項の次に次の１項を加える。

３ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。

第２５０条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項中第６号を第

７号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，

同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号中「に



規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第３号とし，同項第１号の次に次の１号

を加える。

⑵ 第２５３条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第２５３条中第７号を第１０号とし，第６号を第７号とし，同号の次に次の２号を加える。

⑻ 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならな

い。

⑼ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第２５３条中第５号を第６号とし，第４号を第５号とし，第３号の次に次の１号を加える。

⑷ 法第８条の２第１０項に規定する厚生労働大臣が定める福祉用具及び同条第１１項に

規定する特定福祉用具のいずれにも該当する福祉用具（以下「対象福祉用具」とい

う。）に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては，利用者が指定介護予防福

祉用具貸与又は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれかを選択できることについて十

分な説明を行った上で，利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供するとともに，

医師，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，介護予防サービス計画の原案に位置付け

た指定介護予防サービス等の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状況等を

踏まえ，提案を行うものとする。

第２５４条第１項中「期間」を「期間，介護予防福祉用具貸与計画の実施状況の把握（以

下この条において「モニタリング」という。）を行う時期」に改め，同条第５項中「当該介

護予防福祉用具貸与計画の実施状況の把握（以下この条において「モニタリング」とい

う。）」を「モニタリング」に改め，同項に次のただし書を加える。

ただし，対象福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては，介護予防

福祉用具貸与計画に基づくサービス提供の開始時から６月以内に少なくとも１回モニタリ

ングを行い，その継続の必要性について検討を行うものとする。

第２５９条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第２６４条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項中第５号を第

６号とし，同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，

同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２



号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第３号とし，同項第１号の次に

次の１号を加える。

⑵ 第２６７条第８号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第２６７条中第５号を第９号とし，第４号を第５号とし，同号の次に次の３号を加える。

⑹ 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては，利用者等か

らの要請等に応じて，販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努めるとともに，必

要な場合は，使用方法の指導，修理等を行うよう努めるものとする。

⑺ 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはな

らない。

⑻ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第２６７条中第３号を第４号とし，第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては，利用者が指

定介護予防福祉用具貸与又は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれかを選択できるこ

とについて十分な説明を行った上で，利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供す

るとともに，医師，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，介護予防サービス計画の原

案に位置付けた指定介護予防サービス等の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身

体の状況等を踏まえ，提案を行うものとする。

第２６８条に次の１項を加える。

５ 福祉用具専門相談員は，対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当

たっては，特定介護予防福祉用具販売計画の作成後，当該特定介護予防福祉用具販売計画

に記載した目標の達成状況の確認を行うものとする。

第２６９条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）により」を「により」に改める。

第２条 旭川市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を次のよう

に改正する。



第６７条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第７５条第２項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第７号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第８号とし，同項第６号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第７号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規

定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号の次に次の１号を加える。

⑸ 第７８条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第７８条第１５号中「及び第１０号」を「，第９号及び第１２号」に改め，同号を同条第

１７号とし，同条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め，同号を同条第１６号とし，

同条中第１３号を第１５号とし，第８号から第１２号までを２号ずつ繰り下げ，第７号の次

に次の２号を加える。

⑻ 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑼ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第７９条第４項中「前条第１５号」を「前条第１７号」に改める。

第８１条第３項中「第８２条第１項に規定する人員」を「第８２条第１項から第３項まで

に規定する人員」に，「，第１項」を「，前３項」に改め，同項を同条第４項とし，同条第

２項の次に次の１項を加える。

３ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が法第１１５条の１１の規定により準用さ

れる法第７２条第１項の規定により法第５３条第１項本文の指定があったものとみなされ

た介護老人保健施設又は介護医療院である場合については，旭川市介護老人保健施設の人

員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平成２５年旭川市条例第３４号。以下

「介護老人保健施設基準条例」という。）第４条又は旭川市介護医療院の人員，施設及び

設備並びに運営の基準に関する条例（平成３０年旭川市条例第９号。以下「介護医療院基

準条例」という。）第４条に規定する人員に関する基準を満たすことをもって，前項に規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。

第８５条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規



定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第８８条第１１号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第８８条第１４号中「第１２号」を「第１５号」に改め，同号を同条第１７号とし，同条

中第１３号を第１６号とし，第９号から第１２号までを３号ずつ繰り下げ，第８号を第９号

とし，同号の次に次の２号を加える。

⑽ 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては，当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行っ

てはならない。

⑾ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第８８条第７号を同条第８号とし，同条第６号中「第５号」を「第６号」に改め，同号を

同条第７号とし，同条中第５号を第６号とし，第４号の次に次の１号を加える。

⑸ 医師及び理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士は，リハビリテーションを受けてい

た医療機関から退院した利用者に係る介護予防訪問リハビリテーション計画の作成に当

たっては，当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により，当該利用

者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。

第９４条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第４号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号中「に規定する」を「の規

定による」に改め，同号を同項第３号とし，同項第１号の次に次の１号を加える。

⑵ 第９７条第１項第４号，第２項第４号及び第３項第４号の規定による身体的拘束等の

態様及び時間，その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第９７条第１項中第７号を第９号とし，第４号から第６号までを２号ずつ繰り下げ，同条

第３号中「前号」を「第２号」に改め，同号を同項第５号とし，同条第２号の次に次の２号

を加える。

⑶ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはな

らない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状



況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第９７条第２項中第７号を第９号とし，第３号から第６号までを２号ずつ繰り下げ，第２

号の次に次の２号を加える。

⑶ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはな

らない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第９７条第３項中第４号を第６号とし，第３号を第５号とし，第２号の次に次の２号を加

える。

⑶ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはな

らない。

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第１２０条第４項中「第３項」を「第４項」に，「前３項」を「前各項」に改め，同項を

同条第５項とし，同条第３項の次に次の１項を加える。

４ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者が法第１１５条の１１の規定により準用さ

れる法第７２条第１項の規定により法第５３条第１項本文の指定があったものとみなされ

た介護老人保健施設又は介護医療院である場合については，介護老人保健施設基準条例第

４条又は介護医療院基準条例第４条に規定する人員に関する基準を満たすことをもって，

前項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。

第１２５条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第５号中「に

規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を

「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第１２８条第１１号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第１２８条第１３号中「第１１号」を「第１４号」に改め，同号を同条第１６号とし，同

条中第１２号を第１５号とし，第９号から第１１号までを３号ずつ繰り下げ，第８号を第９



号とし，同号の次に次の２号を加える。

⑽ 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては，当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行っ

てはならない。

⑾ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第１２８条第７号を同条第８号とし，同条第６号中「第５号」を「第６号」に改め，同号

を同条第７号とし，同条中第５号を第６号とし，第４号の次に次の１号を加える。

⑸ 医師等の従業者は，リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した利用者に

係る介護予防通所リハビリテーション計画の作成に当たっては，当該医療機関が作成し

たリハビリテーション実施計画書等により，当該利用者に係るリハビリテーションの情

報を把握しなければならない。

第１７７条第１項第１号中「旭川市介護老人保健施設の人員，設備及び運営の基準に関す

る条例（平成２５年旭川市条例第３４号）」を「介護老人保健施設基準条例」に改め，同項

第４号中「旭川市介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平成

３０年旭川市条例第９号）」を「介護医療院基準条例」に改める。

（旭川市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例

の一部改正）

第３条 旭川市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する

条例（令和３年旭川市条例第２６号）の一部を次のように改正する。

附則第２項を次のように改める。

（経過措置）

２ 施行日から令和９年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市指定介

護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第３条第３項（改正後の条例第９０条第１項に規定する指定介護予防居宅療養管理

指導事業者に適用される場合に限る。）及び第５６条の１０の２（改正後の条例第９５条

において準用する場合に限る。）の規定の適用については，これらの規定中「講じなけれ



ば」とあるのは，「講じるよう努めなければ」とし，改正後の条例第５６条の２の２（改

正後の条例第９５条において準用する場合に限る。）の規定の適用については，同条中

「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と，「実施しなければ」とある

のは「実施するよう努めなければ」と，「行うものとする」とあるのは「行うよう努める

ものとする」とし，改正後の条例第９３条の規定の適用については，同条中「，次に」と

あるのは「，虐待の防止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努める

とともに，次に」と，「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関

する事項を除く。）」とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第１

条中旭川市指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例第５２条の２及び第

２６９条の改正規定は公布の日から，第２条の規定は同年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間における第１条の規定による改正後の旭川市指定

介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）

第５６条の４第３項（改正後の条例第６４条，第７６条，第８６条，第９５条，第１２６条，

第１４５条（改正後の条例第１６２条において準用する場合を含む。），第１６７条の３，

第１７４条，第１８４条（改正後の条例第１９９条において準用する場合を含む。），第

２２０条及び第２３７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同項中

「指定介護予防訪問入浴介護事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなけ

ればならない。」とあるのは，「削除」とし，改正後の条例第１３９条第３項（改正後の条

例第１６２条，第１６７条の３及び第１７４条において準用する場合を含む。）及び第

１８０条第３項（改正後の条例第１９９条において準用する場合を含む。）の規定の適用に

ついては，これらの規定中「講じなければ」とあるのは，「講じるよう努めなければ」とし，

改正後の条例第２４９条第３項（改正後の条例第２５６条及び第２６５条において準用する

場合を含む。）の規定の適用については，同項中「指定介護予防福祉用具貸与事業者は，原



則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは，「削除」と

する。

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間における改正後の条例第１４３条の２（改正後の

条例第１６２条，第１６７条の３，第１７４条，第１８４条（改正後の条例第１９９条にお

いて準用する場合を含む。）及び第２２０条において準用する場合を含む。）の規定の適用

については，同条中「しなければ」とあるのは，「するよう努めなければ」とし，改正後の

条例第２１３条の２の規定の適用については，同条中「行わなければ」とあるのは，「行う

よう努めなければ」とする。

（説 明）

指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等の一部改正に伴い，旭川市指定介護予防

サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法の基準等に関する条例等の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ６１ 号

旭川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準

等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を

改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準

等に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成

２５年旭川市条例第３３号）の一部を次のように改正する。

第７条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第８条第４項中「当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者に係る指定

を行った市長」を「市長」に改める。

第１０条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成

１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとさ

れた同法第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医

療施設をいう。第４６条第６項において同じ。）」を「健康保険法等の一部を改正する法律

（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定す

る指定介護療養型医療施設」に改める。



第１１条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第１２条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録

であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第９３条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第３４条第１項中「重要事項」を「重要事項（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に，「同項」を「前

項」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲

載しなければならない。

第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項中第６号を第７号

とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項

第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中

「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１

号を加える。

⑶ 第４４条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）の態様及び時間，その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由の記録

第４４条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め，同号を同条第１６号とし，同条中

第１３号を第１５号とし，第１０号から第１２号までを２号ずつ繰り下げ，第９号の次に次の

２号を加える。

⑽ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはな

らない。

⑾ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第４６条第６項の表中「，指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）又は」を「又

は」に改める。



第４７条第１項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前

条第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいず

れかが併設されている場合の項中欄に掲げる施設等の職務，同一敷地内の指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第７条第１項に規定する指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同じ。）の職務（当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者（指定地域

密着型サービス基準条例第７条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者をいう。以下同じ。）が，指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス基準条

例第４９条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同じ。），指定訪問

介護事業者（旭川市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営の基準等に関する条例

（平成２５年旭川市条例第２９号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）第６条第

１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居宅

サービス等基準条例第６６条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）の指

定を併せて受け，一体的な運営を行っている場合には，これらの事業に係る職務を含む。）若

しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニ

に規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所，施設等の職務」に改める。

第５５条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」

という。）」を「身体的拘束等」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に

掲げる措置を講じなければならない。

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果について，

介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

⑶ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施す

ること。

第６５条の次に次の１条を加える。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置）

第６５条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は，当該指定介護予防小規模多機



能型居宅介護事業所における業務の効率化，介護サービスの質の向上その他の生産性の向上

に資する取組の促進を図るため，当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するた

めの委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催

しなければならない。

第６６条第２項第３号から第７号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第７４条第１項ただし書中「同一敷地内の他の」を「他の」に，「若しくは併設する指定小

規模多機能型居宅介護事業所の」を「の」に改める。

第８１条ただし書中「これらの事業所，施設等が同一敷地内にあること等により当該」を

「当該」に改める。

第８５条中第３項を第８項とし，第２項を第７項とし，第１項の次に次の５項を加える。

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，前項の規定に基づき協力医療機関を定

めるに当たっては，次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければなら

ない。

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常

時確保していること。

⑵ 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を，常時確保していること。

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，１年に１回以上，協力医療機関との間

で，利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，

市長に届け出なければならない。

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指

定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症

（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又

は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決

めるように努めなければならない。

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，協力医療機関が第二種協定指定医療機

関である場合においては，当該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。



６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に，当該利用者の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び

当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができるよう

に努めなければならない。

第８７条第２項第２号から第６号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第８８条中「及び第６３条」を「，第６３条及び第６５条の２」に，「第２７条，第２９条

の２第２項」を「第２７条第２項」に改める。

第９３条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により」を「により」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第８

条及び第１２条の改正規定，第８８条の改正規定（「第２７条，第２９条の２第２項」を

「第２７条第２項」に改める部分に限る。）並びに第９３条の改正規定は，公布の日から施

行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市指定地域

密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（以下「改正後の条

例」という。）第３４条第３項（改正後の条例第６７条及び第８８条において準用する場合

を含む。）の規定の適用については，同項中「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は，

原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは，「削除」

とし，改正後の条例第５５条第３項の規定の適用については，同項中「講じなければ」とあ

るのは，「講じるよう努めなければ」とする。

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間における改正後の条例第６５条の２（改正後の条

例第８８条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同条中「しなけれ

ば」とあるのは，「するよう努めなければ」とする。



（説 明）

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正等に伴い，旭

川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正

しようとするものである。



６・１定 議案第 ６２ 号

旭川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成２７年旭川市条例第２７号）の一部

を次のように改正する。

第５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予

防支援事業者」に，「事業所（以下「指定介護予防支援事業所」という。）」を「事業所」に

改め，同条に次の１項を加える。

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，当該指定に係る事業所ごとに

１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援専門員を置かなければ

ならない。

第６条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以下「指定介護予

防支援事業所」という。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する」を「地域包括支援セン

ターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定により置く」に改め，同条に次の２

項を加える。



３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定により置く管理者

は，介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６６第１号イ⑶に規

定する主任介護支援専門員（以下この項において「主任介護支援専門員」という。）でなけ

ればならない。ただし，主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由

がある場合については，介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に規定す

る管理者とすることができる。

４ 前項の管理者は，専らその職務に従事する者でなければならない。ただし，次に掲げる場

合は，この限りでない。

⑴ 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合

⑵ 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支援事業所の管

理に支障がない場合に限る。）

第７条第２項中「あらかじめ」を「あらかじめ，利用者又はその家族に対し」に改め，同条

第３項中「の氏名」を「（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者の場合に

あっては介護支援専門員。以下この章及び次章において同じ。）の氏名」に改め，同条第４項

第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式，磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３８条第１項において同じ。）に係る記録

媒体をいう。）」に改める。

第１３条に次の２項を加える。

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，前項の利用料のほか，利用者

の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介護予防支援を行う場

合には，それに要した交通費の支払を利用者から受けることができる。

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，前項に規定する費用の額に係

るサービスの提供に当たっては，あらかじめ，利用者又はその家族に対し，当該サービスの

内容及び費用について説明を行い，利用者の同意を得なければならない。

第１４条中「前条」を「前条第１項」に改める。

第１５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護

予防支援事業者」に改め，同条第４号中「規定」を「規定（第３５条第２９号の規定を除

く。）」に改める。



第２４条第１項中「重要事項」を「重要事項（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に，「同項」を「前

項」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防支援事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければなら

ない。

第３１条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め，同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」を

「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 第３５条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（同条

第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」という。）の態様及び時間，その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第３５条第２号の次に次の２号を加える。

⑵の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては，当該利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

⑵の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第３５条第１６号ア中「１回及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に著

しい変化があったときは，利用者の居宅を訪問し」を「１回」に改め，同号ウを同号オとし，

同号イ中「月」を「月（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面接す

る月を除く。）」に改め，同号イを同号エとし，同号アの次に次のように加える。

イ アの規定による面接は，利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし，次

のいずれにも該当する場合であって，サービスの提供を開始する月の翌月から起算して

３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」という。）について，少なくとも連

続する２期間に１回，利用者の居宅を訪問し，面接するときは，利用者の居宅を訪問し

ない期間において，テレビ電話装置等を活用して，利用者に面接することができる。

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて，文書により利用者の同意を

得ていること。

(ｲ) サービス担当者会議等において，次に掲げる事項について主治の医師，担当者その

他の関係者の合意を得ていること。



ａ 利用者の心身の状況が安定していること。

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。

ｃ 担当職員が，テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報に

ついて，担当者から提供を受けること。

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があったときは，利

用者の居宅を訪問し，利用者に面接すること。

第３５条に次の１号を加える。

(29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，法第１１５条の３０の２第

１項の規定により市長から情報の提供を求められた場合には，その求めに応じなければな

らない。

第３８条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により」を「により」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，第７条第４項第２号及び第３８条

の改正規定は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭

川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第２４

条第３項（改正後の条例第３７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，

同項中「指定介護予防支援事業者は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなけれ

ばならない。」とあるのは，「削除」とする。



（説 明）

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い，旭川市指定介護予防支援等の事業の人

員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に

関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ６３ 号

旭川市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

旭川市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を

改正する条例

旭川市動物の愛護及び管理に関する条例（令和３年旭川市条例第３５号）の一部を次のよう

に改正する。

第１６条第１項及び第２項中「第１５条第１項」を「前条第１項」に改める。

第１７条中「第１６条第１項」を「前条第１項」に改める。

第２７条第３項中「第１５条第１項」を「法第２５条第５項の規定による立入検査，第１５

条第１項」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，第１６条及び第１７条の改正規定は，

公布の日から施行する。

（説 明）

動物愛護管理員及び動物愛護指導員に係る規定を整備する等のために，旭川市動物の愛護及

び管理に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ６４ 号

旭川市介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営の基準に

関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営の基準に

関する条例の一部を改正する条例

旭川市介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平成２５年

旭川市条例第３４号）の一部を次のように改正する。

第４条第６項第３号中「介護支援専門員（健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年

法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同

法第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設

の場合に限る。）又は栄養士若しくは」を「栄養士又は」に改める。

第７条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第５６条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第１９条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。

第２６条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第３５条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め，同条第１項中「協力病院」を「次の各

号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては，病院



に限る。）」に改め，同項に次のただし書及び各号を加える。

ただし，複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす

こととしても差し支えない。

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常

時確保していること。

⑵ 当該介護老人保健施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を，常時

確保していること。

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において，当該介護老人保健施設の医師又は協力医療機

関その他の医療機関の医師が診療を行い，入院を要すると認められた入所者の入院を原則

として受け入れる体制を確保していること。

第３５条中第２項を第６項とし，第１項の次に次の４項を加える。

２ 介護老人保健施設は，１年に１回以上，協力医療機関との間で，入所者の病状が急変した

場合等の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，市長に届け出なければならな

い。

３ 介護老人保健施設は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において

「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新型

インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感

染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら

ない。

４ 介護老人保健施設は，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては，当

該第二種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけ

ればならない。

５ 介護老人保健施設は，入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に，当該入所

者の病状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び当該介護老人保健施設に速や

かに入所させることができるように努めなければならない。

第３６条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に，「重要事項」を「重要事項（以下こ

の条において単に「重要事項」という。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に，「同項」を「前項」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 介護老人保健施設は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。



第４１条の２の次に次の１条を加える。

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置）

第４１条の３ 介護老人保健施設は，当該介護老人保健施設における業務の効率化，介護サー

ビスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため，当該介護老人保健施

設における入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催しなければならない。

第４３条第２項第２号から第７号まで中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第５３条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型介護老人保健施設の管理者は，ユニット型施設の管理等に係る研修を受講する

よう努めなければならない。

第５６条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により」を「により」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第７

条及び第５６条の改正規定は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市介護老人

保健施設の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第３６条第３項（改正後の条例第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適

用については，同項中「介護老人保健施設は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載

しなければならない。」とあるのは，「削除」とする。

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間における改正後の条例第３５条第１項（改正後の

条例第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同項中「定めてお

かなければ」とあるのは，「定めておくよう努めなければ」とし，改正後の条例第４１条の

３（改正後の条例第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同条



中「しなければ」とあるのは，「するよう努めなければ」とする。

（説 明）

介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市

介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の一部を改正しようと

するものである。



６・１定 議案第 ６５ 号

旭川市指定介護療養型医療施設の人員，設備及び運営の基準

に関する条例を廃止する条例の制定について

旭川市指定介護療養型医療施設の人員，設備及び運営の基準に関する条例を廃止する条例を

次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定介護療養型医療施設の人員，設備及び運営の基準

に関する条例を廃止する条例

旭川市指定介護療養型医療施設の人員，設備及び運営の基準に関する条例（平成２５年旭川

市条例第３５号）は，廃止する。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（説 明）

介護保険法の一部改正等に伴い，旭川市指定介護療養型医療施設の人員，設備及び運営の基

準に関する条例を廃止しようとするものである。



６・１定 議案第 ６６ 号

旭川市介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平成３０年旭川市

条例第９号）の一部を次のように改正する。

第７条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第５６条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第１９条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。

第２６条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「他の」に改める。

第３５条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め，同条第１項中「協力病院」を「次の各

号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては，病院

に限る。）」に改め，同項に次のただし書及び各号を加える。

ただし，複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす

こととしても差し支えない。

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を，常



時確保していること。

⑵ 当該介護医療院からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を，常時確保し

ていること。

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において，当該介護医療院の医師又は協力医療機関その

他の医療機関の医師が診療を行い，入院を要すると認められた入所者の入院を原則として

受け入れる体制を確保していること。

第３５条中第２項を第６項とし，第１項の次に次の４項を加える。

２ 介護医療院は，１年に１回以上，協力医療機関との間で，入所者の病状が急変した場合等

の対応を確認するとともに，協力医療機関の名称等を，市長に届け出なければならない。

３ 介護医療院は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法

律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種

協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定する新型インフル

エンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をい

う。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

４ 介護医療院は，協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては，当該第二

種協定指定医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければな

らない。

５ 介護医療院は，入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に，当該入所者の病

状が軽快し，退院が可能となった場合においては，再び当該介護医療院に速やかに入所させ

ることができるように努めなければならない。

第３６条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に，「重要事項」を「重要事項（以下こ

の条において単に「重要事項」という。）」に改め，同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に，「同項」を「前項」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 介護医療院は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。

第４１条の２の次に次の１条を加える。

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置）

第４１条の３ 介護医療院は，当該介護医療院における業務の効率化，介護サービスの質の向

上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため，当該介護医療院における入所者の

安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員



会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなけれ

ばならない。

第５３条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型介護医療院の管理者は，ユニット型施設の管理等に係る研修を受講するよう努

めなければならない。

第５６条第１項中「（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により」を「により」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第７

条及び第５６条の改正規定は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の旭川市介護医療

院の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（以下「改正後の条例」という。）

第３６条第３項（改正後の条例第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては，同項中「介護医療院は，原則として，重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。」とあるのは，「削除」とする。

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間における改正後の条例第３５条第１項（改正後の

条例第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同項中「定めてお

かなければ」とあるのは，「定めておくよう努めなければ」とし，改正後の条例第４１条の

３（改正後の条例第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，同条

中「しなければ」とあるのは，「するよう努めなければ」とする。

（説 明）

介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市介護医

療院の人員，施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものであ

る。



６・１定 議案第 ６７ 号

旭川市建築基準法施行条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市建築基準法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市建築基準法施行条例の一部を改正する条例

旭川市建築基準法施行条例（昭和４４年旭川市条例第４５号）の一部を次のように改正する。

第２条の４第１項中「建築主事」を「建築主事若しくは建築副主事（以下「建築主事等」と

いう。）」に改める。

第２条の５第１項中第２７号を第２８号とし，第２６号を第２７号とし，第２５号の次に次

の１号を加える。

令第１３７条の１２第６項又は第７項の規定による認定

第２条の６及び第２条の７中「建築主事」を「建築主事等」に改める。

第３５条第１項中「主要構造部は耐火構造」を「特定主要構造部にあつては耐火構造，特定

主要構造部以外の主要構造部にあつては１時間準耐火構造」に改める。

第６１条の２第１項中「第１０８条の３第３項」を「第１０８条の４第３項」に，「主要構

造部」を「特定主要構造部」に改め，同条第２項中「第１０８条の３第４項」を「第１０８条

の４第４項」に，「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める。

第６１条の３中「第１２８条の６第１項」を「第１２８条の７第１項」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。



（説 明）

建築基準法等の一部改正に伴い，旭川市建築基準法施行条例の一部を改正しようとするもの

である。



６・１定 議案第 ６８ 号

旭川市道路占用料条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市道路占用料条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市道路占用料条例の一部を改正する条例

旭川市道路占用料条例（昭和３６年旭川市条例第１６号）の一部を次のように改正する。

別表中「 「
円 円

５１０ ５７０

７９０ ８７０

１，１００ １，２００

４６０ ５１０

７３０ ８１０

１，０００ １，１００

４６ ５１
」を 」に，

「 「
４５０ ４９０

２７０ ３００

９１０ １，０００

３８０ ４２０

１，９００ １，８００



９１０ １，０００

１９ ２１

２７ ３０

４１ ４５

５５ ６１

８２ ９１

１１０ １２０

１９０ ２１０

２７０ ３００

５５０ ６１０

９１０ １，０００

９３０ ９００

５６０ ５４０

９１０ １，０００

１９ １８

１９０ １８０

１９０ １８０

１，９００ １，８００

１，３３０ １，２６０

６６５ ６３０

７３０ ８１０



１９ １８

１９０ １８０
」を 」に，

「 「

１９０ １８０

９１ １００

」を 」に改める。

附 則

１ この条例は，公布の日から施行する。

２ この条例による改正後の旭川市道路占用料条例（以下「改正後の条例」という。）別表の

規定は，令和６年４月１日以後の占用に係る占用料について適用し，同日前の占用に係る占

用料については，なお従前の例による。

３ 令和６年４月１日前から引き続き占用している占用物件であって，その占用期間が１年未

満であるものの占用料については，前項及び改正後の条例別表の規定にかかわらず，なお従

前の例による。

（説 明）

占用料の額を改定するために，旭川市道路占用料条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ６９ 号

旭川市水道事業等給水条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市水道事業等給水条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市水道事業等給水条例の一部を改正する条例

旭川市水道事業等給水条例（昭和３３年旭川市条例第２９号）の一部を次のように改正する。

第５条第３項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。

第１１条第１項中「その他，」を「その他」に改める。

第３１条第２項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，第１１条の改正規定は，公布の日か

ら施行する。

（説 明）

水道法の一部改正等に伴い，旭川市水道事業等給水条例の一部を改正しようとするものであ

る。



６・１定 議案第 ７０ 号

旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例

旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例（平成２６年

旭川市条例第５０号）の一部を次のように改正する。

第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め，同条中「しなければならない」を「するととも

に，電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されることを目的とし

て公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい，放送又は有線放送に該当するものを

除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。

第３５条第３項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに」を「同号に掲げる小

学校就学前子どもに」に，「法第１９条第１号又は第２号」を「同号又は同条第２号」に，

「「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは

「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と，第１３条

第２項」を「第１３条第２項」に改める。

第３６条第３項中「第６条第２項中」を「第６条第２項中「特定教育・保育施設（認定こど

も園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特

別利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同じ。）」と，」に，「「法第

１９条第１号に」を「「同号に」に，「「法第１９条第１号又は」を「「同条第１号又は」に，



「第１３条第２項」を「「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と

あるのは「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と，第１３

条第２項」に改める。

第５３条第２項第２号中「磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録に係

る記録媒体をいう。）」に改める。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２３条の改正規定は，令和６年４月１日か

ら施行する。

（説 明）

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に

関する基準の一部改正等に伴い，旭川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の

基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ７１ 号

旭川市地域保育所条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市地域保育所条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市地域保育所条例の一部を改正する条例

旭川市地域保育所条例（昭和４６年旭川市条例第３２号）の一部を次のように改正する。

別表第１中

「
旭川市立雨紛保育所 旭川市神居町雨紛

」を削る。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（説 明）

旭川市立雨紛保育所を廃止するために，旭川市地域保育所条例の一部を改正しようとするも

のである。



６・１定 議案第 ７２ 号

旭川市愛育センター条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市愛育センター条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市愛育センター条例の一部を改正する条例

旭川市愛育センター条例（昭和５６年旭川市条例第２５号）の一部を次のように改正する。

第３条中「同条第７項」を「同条第６項」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（説 明）

児童福祉法の一部改正に伴い，旭川市愛育センター条例の一部を改正しようとするものであ

る。



６・１定 議案第 ７３ 号

旭川市いじめ防止等連絡協議会等条例の一部を改正する条例

の制定について

旭川市いじめ防止等連絡協議会等条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市いじめ防止等連絡協議会等条例の一部を改正する条例

旭川市いじめ防止等連絡協議会等条例（平成３１年旭川市条例第８号）の一部を次のように

改正する。

第４条中「旭川市教育委員会（以下「委員会」という。）」を「市長」に改め，同条第２号

中「委員会」を「旭川市教育委員会（以下「委員会」という。）」に改め，同条第６号中「委

員会」を「市長」に改める。

第８条中「委員会の事務局」を「いじめ防止対策推進部」に改める。

第１５条中「第９条中」を「第８条中「いじめ防止対策推進部」とあるのは「委員会の事務

局」と，第９条中」に改める。

第２１条中「委員会の事務局」を「いじめ防止対策推進部」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の旭川市いじめ防止等連絡協議会等条例の

規定により委員に任命又は委嘱されている者は，この条例による改正後の旭川市いじめ防止

等連絡協議会等条例の規定により委員に任命又は委嘱された者とみなす。この場合において，



委員の任期については，なお従前の例による。

（説 明）

旭川市いじめ防止等連絡協議会の組織等に係る規定を整備するために，旭川市いじめ防止等

連絡協議会等条例の一部を改正しようとするものである。



６・１定 議案第 ７４ 号

包括外部監査契約の締結について

次のとおり包括外部監査契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 契約の目的 当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

２ 契約の始期 令和６年４月１日

３ 契 約 金 額 １２，０００，０００円を上限とする額

４ 契約の相手方 住所 ●●●●●●●●●●

氏名 前 田 敬 洋

資格 公認会計士



６・１定 議案第 ７５ 号

市道路線の廃止について

次のとおり市道路線を廃止する。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

整 理 番 号
起 点

路 線 名
種別 ブロック 街区 路線 終 点
番号 番号 番号 番号

春光５条８丁目１７８番地先
８Ｅ ２ 158 ３９ 春光５条８丁目７号線

春光５条８丁目１７９番地の１地先



６・１定 議案第 ７６ 号

市道路線の認定について

次のとおり市道路線を認定する。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

整 理 番 号
起 点

路 線 名
種別 ブロック 街区 路線 終 点
番号 番号 番号 番号

春光５条８丁目３６７番地の２０地先
８Ｅ ２ 158 ３９ 春光５条８丁目７号線

春光５条８丁目１８１番地先

西神楽北２条１丁目１３３番地の１５
８Ｅ ４ ５１ ６ 西神楽北１・２条間１ 地先

丁目２号線 西神楽北１条１丁目１３８番地の７４
地先

西神楽北１条１丁目１３８番地の５３
８Ｅ ４ ５１ ７ 西神楽北１条１丁目１ 地先

号線 西神楽北１条１丁目１３８番地の５０
地先



６・１定 報告第 １ 号

専決処分の報告について

損害賠償の額を定めることについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処

分事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

整理 損害賠償の額
専決処分年月日

事故発生年月日 過失割合
番号 （円） 及 び 場 所 （％）

令和５年１１月２日
１ ２０８，９６７ 令和６年１月１９日 市 100

旭川市大雪通２丁目

令和５年１２月９日
２ ４７８，６３２ 令和６年１月２９日 市 100

旭川市緑町２５丁目



６・１定 報告第 ２ 号

専決処分の報告について

訴えの提起について，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処分事項の指定に

より，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

訴えの相手方 請 求 の 趣 旨
専決処分
年 月 日

相手方●●●●は，●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●● ●●●を明け渡せ。 令和６年
●●●●●●● 相手方らは，令和５年１２月２５日現在，滞納している １月24日
● ● ● ● 家賃金３５９，０７０円及び明渡し期限の翌日から明渡し

済みまでの損害金を支払え。
●●●●●●●● 訴訟費用は，相手方らの負担とする。
●●●●● との判決並びに仮執行の宣言を求める。
● ● ● ●



６・１定 報告第 ３ 号

専決処分の報告について

変更契約を締結することについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処分

事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和６年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

整理
契約の名称 契約金額（円）

専決処分 議案等の番号及び件名
番号 年 月 日 （議決等年月日）

（仮称）旭川 変更前 報告第５号専決処分の報
市リサイクル ７１７，１９３，７１７ 令和６年 告について

１
セ ン タ ー 変更後 １月16日 （令和５年10月10日）
（Ｂ）新築工 ７１８，１９１，１７４ 議案第４７号契約の締結
事 について

（令和５年３月24日）

（仮称）旭川 変更前 報告第５号専決処分の報
市リサイクル ２４３，０４６，８８６ 令和６年 告について

２ センター新築 変更後 １月16日 （令和５年10月10日）
機械設備工事 ２４３，４０３，６１３ 議案第４８号契約の締結

について
（令和５年３月24日）



５・３定 報告第 ５ 号

専決処分の報告について

変更契約を締結することについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処分

事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和５年９月１２日提出

旭川市長 今 津 寛 介

整理
契約の名称 契約金額（円）

専決処分 議案等の番号及び件名
番号 年 月 日 （議決等年月日）

（仮称）旭川 変更前 議案第４６号契約の締結
市リサイクル ７２８，２００，０００ 令和５年 について

１ セ ン タ ー 変更後 ８月３日 （令和５年３月24日）
（Ａ）新築工 ７４１，７５１，５８５
事

（仮称）旭川 変更前 議案第４７号契約の締結
市リサイクル ７０６，２００，０００ 令和５年 について

２ セ ン タ ー 変更後 ８月３日 （令和５年３月24日）
（Ｂ）新築工 ７１７，１９３，７１７
事

（仮称）旭川 変更前 議案第４８号契約の締結
市リサイクル ２３８，３１５，０００ 令和５年 について

３ センター新築 変更後 ８月３日 （令和５年３月24日）
機械設備工事 ２４３，０４６，８８６

（仮称）旭川 変更前 議案第４９号契約の締結
市リサイクル ２００，２００，０００ 令和５年 について

４ センター新築 変更後 ８月３日 （令和５年３月24日）
電気設備工事 ２０２，８７７，７５９

（仮称）旭川 変更前 議案第５０号契約の締結
市リサイクル ５９７，３００，０００ 令和５年 について

５ センター新築 変更後 ８月３日 （令和５年３月24日）
資源物中間処 ５９７，９６９，６３０
理設備工事

○写



総合庁舎建替 変更前 議案第４７号変更契約の
（Ａ）新築工 ６，０４２，９４３，７８７ 令和５年 締結について
事 変更後 ８月８日 （令和５年６月30日）

６，０４２，８５０，６６８ 報告第３号専決処分の報
告について
（令和５年５月23日）
議案第３７号変更契約の
締結について

６ （令和４年12月16日）
報告第３号専決処分の報
告について
（令和３年２月25日）
報告第８号専決処分の報
告について
（令和２年６月25日）
議案第７０号契約の締結
について
（令和２年３月26日）



５・１定 議案第 ４７ 号

契約の締結について

次の工事請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 工 事 名 （仮称）旭川市リサイクルセンター（Ｂ）新築工事

２ 契 約 金 額 ７０６，２００，０００円

３ 契約の相手方 廣野・畠山・菅原共同企業体

株式会社廣野組

畠山建設株式会社

株式会社菅原組

４ 契約の方法 一般競争入札（条件付き）

○写



○写
５・１定 議案第 ４８ 号

契約の締結について

次の工事請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和５年２月２０日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 工 事 名 （仮称）旭川市リサイクルセンター新築機械設備工事

２ 契 約 金 額 ２３８，３１５，０００円

３ 契約の相手方 弘友・鹿取永井・丸信共同企業体

弘友設備工業株式会社

鹿取永井工業株式会社

丸信衛生工業株式会社

４ 契約の方法 一般競争入札（条件付き）


